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核破砕中性子源やミュオン標的などを安全に効率よく運転するために、物質・生命科学実験施設

（MLF）は、専用の全体制御システム（GCS）を持ち、運転状況に応じた機器の監視操作やインタ

ーロックを運用している。GCS は、その役割に応じて、ネットワーク系（LAN）、統括制御系（ICS）、
共用サーバー、インターロック系（ILS）、タイミング配信系（TDS）など幾つかのサブシステムで

構成される。GCSは、MLF 制御室の監視操作システムから専用リンクを介して、MLF 内の機器を

独自に運転制御する一方、J-PARC の加速器や他実験施設と連動しながら MLF の安定したビーム

運転を実現している。 
2008 年度のビーム運転開始以来、GCS は運転制御コミッショニングに基づく改修（2008 年度～

2009 年度）を経て、機器や装置の増強・増設が毎年の様に実施される環境下でシステム性能を継続

的に維持する視点から、ICS の大幅なアップグレードや ILS の機能拡張を実施してきた（2010 年

度～2015 年度）。近年は、制御機器の生産・サポート終了に伴い後継機種への更新を進めている。

この様に運転開始から約 10 年間、GCS には全般に渡って数多くの追加・変更がなされてきた。従

ってGCS 高度化の今後の方向性を決めるために、これまでの高度化の履歴とGCS の現況を把握す

ることが重要と考え、2017 年度時のGCS の構成・機能・役割を整理して取り纏めた。 
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For safely and efficiently operating a spallation neutron source and a muon target, a general 

control system (GCS) operates within Materials and Life Science Experimental Facility (MLF). 
GCS administers operation processes and interlocks of many instruments for various statuses 
such as beam irradiation, target maintenance and emergency. It consists of several subsystems 
in accordance with their role, such as an integral control system (ICS), interlock systems (ILS), 
shared servers, network system, and timing distribution system (TDS). Although GCS is an 
independent system that controls the target stations including a mercury target and neutron 
moderators, it works closely with the control systems of the accelerators and other facilities in J-
PARC.  

Since the first beam injection in 2008, GCS has operated stably without any serious troubles 
after modification based on commissioning for operation and control of the entire MLF. Then, 
significant improvements in GCS such as upgrade of ICS by changing its framework software 
and function enhancement of ILS were proceeded until 2015, in considering sustainable long-
term operation and maintenance under annual incremental upgrades of the target devices and 
user experimental apparatus. In recent years, many instruments in GCS have replaced to next 
generation models due to end of production and support of them. In this way, many modifications 
have been proceeded in the entire GCS during a period of approximately ten years after start of 
beam operation. Under these situation, it is important to comprehend upgrade history and 
present status of GCS in order to decide its upgrade plan for the coming ten years. This report 
summarizes outline, structure, roles and functions of GCS in 2017. 
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１.  序 
 

大強度陽子加速器施設（Japan Proton Accelerator Research Complex；J-PARC）の物質･生命

科学実験施設（Materials and Life Science Experimental Facility；MLF）は、リニアック、3 
GeV-RCS （Rapid-cycling synchrotron）で加速され、3 GeV陽子ビーム輸送ライン（3 NBT）を

介してMLFに供給される1次陽子ビームを、施設内の核破砕中性子源やミュオン標的に入射する

ことで2次ビーム（ミュオン、中性子）を生成し、それらの2次ビームを実験ホールの各ビームラ

イン下流に設置された各種実験装置に供給し、実験を行うことを主目的とした施設である1)。この

実験施設を安全に効率よく運転するために、MLFは専用の全体制御システム（General control 
system ; GCS）を持ち、運転状況に応じた機器の監視操作やインターロックを運用している2)。

GCSは、その役割に応じて、ネットワーク系（LAN）、統括制御系（Integral control systems ; 
ICS）、サーバー、インターロック系（Interlock system ; ILS）、タイミング配信系（Timing 
distribution system ; TDS）など幾つかのサブシステムで構成される。GCSは、MLF制御室の監

視操作システムから専用リンクを介して、MLF内の機器を独自に運転制御する一方、J-PARCの

加速器や他実験施設と連動しながらMLFの安定したビーム運転を実現している。 

2008年度のMLFのビーム運転開始以来、GCSは運転制御コミッショニングに基づく改修期間

（2008年度～2009年度）を経て、機器や装置の増強・増設が毎年の様に実施されるMLFの環境下

で、システム性能を継続的に維持する視点からGCSの役割や機能を見直し、ICSの大幅なアップ

グレードやILSの機能拡張を実施してきた（2010年度～2015年度）。近年は、制御機器の生産・サ

ポート終了に伴い、後継機種への更新を、既存システムとの互換性を確認しながら進めている。

運転制御コミッショニングに至るまでのGCSの概要、各サブシステムの構成、役割、機能などに

ついては参考文献 2)でまとめており、これらはGCSの役割や機能を見直す上で非常に役に立った。

しかしながら2010年以降も、GCS全般に渡って数多くの追加・変更がなされてきた。その時期の

外因や改造に至った経緯も含めて報告書や年報などで逐次報告しているものの、ICSのアップグ

レードやILSの機能拡張が一段落した現段階で、GCSの現状を整理する必要があると判断した。

本報告書の目的は、GCSの今後の方向性を決めるために、2017年度時におけるGCS全般の構成、

役割、機能などについて一冊にまとめて説明することである。本書では、第2章でGCSの概要につ

いて、第3章から第6章では、ネットワークシステム（第3章）、統括制御・サーバーシステム（第

4章）、インターロックシステム（第5章）、タイミング配信システム（第6章）などGCSを構成す

るサブシステムについて記載し、第7章で全体をまとめている。本書の目的は参考文献 2)との違

いを比較することではないため、説明に必要と判断した箇所については、2)と内容が重なる部分

も出てくる。参考までに、GCSのこれまでの変更箇所・履歴については、2.3節に大まかに記載し

ている。 
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２.  MLF 全体制御システムの概要 
 

2.1 概要 

J-PARCは、世界最高クラスの大強度陽子ビームを生成する加速器群と複数の実験施設で構成

される多目的研究施設群である（Fig.2.1参照）。その1施設であるMLFは、リニアック、3 
GeV-RCSで加速され、3 GeV 陽子ビーム輸送ライン（3NBT）を介してMLFに供給される1次
陽子ビームを、ミュオン標的や中性子ターゲットに入射することで2次ビーム（ミュオン、中性

子）を生成し、それらを実験ホールの各ビームライン（Beam line ; BL）下流に設置された各種

実験装置に供給することで、物質や生命に関わる様々な実験・研究を行う施設である1)。 

Fig .2.2～Fig. 2.5に地下1階から3階までの建家平面図を、Fig. 2.6に中性子源ステーション内

の構造を示す。MLFは長さ146 m、幅70 m、高さ30 m という規模の建家で、3 NBTとその長

手方向に2つのターゲット装置があり、3 NBTを通じて陽子エネルギー3 GeV、1 MW、25 Hzの
パルス状大強度陽子ビームが供給され、陽子ビームがグラファイトを透過する際にミュオンが生

成される。このミュオン標的は局所的な核発熱を抑制するため一定速度で回転しており、標的周

りは輻射冷却のための水冷式ジャケットで覆われている。生成されたミュオンは、崩壊・表面

（D）、超低速（U）、表面（S）、高運動量（H）という特徴ある4本のミュオン2次BLに供給

される。ミュオン2次BLは、ミュオンを引き出して輸送する各種電磁石、真空パイプ、BL遮蔽

体、レーザー装置、2次ビームを停止するブロッカなどで構成され、各ミュオンブロッカ下流に

実験装置が設置されている。 

陽子ビームの約10 %はミュオン標的及びその下流部に位置するスクレーパーで失われ、その

残りが陽子ビーム窓を通過し、水銀ターゲットに入射する。陽子ビーム入射による核破砕反応に

よって発生した中性子は、水銀ターゲット上下に設置された3台の液体水素モデレータで減速さ

れ、中性子BL下流の各実験装置に供給される。モデレータの周囲は反射体や水冷遮蔽体で覆わ

れ、それらはヘリウムガスで封入されたベッセル内に設置される。その周りは、中性子シャッタ

ー、生体遮蔽体、アウターライナー、前置き遮蔽体などで囲まれて、中性子源ステーションを形

成している。水銀ターゲットやモデレータの配管経路は循環ループ形状になっており、核破砕反

応により発生する熱を除去するために、水銀循環系や極低温水素系により中性子源ステーション

外側で冷却された水銀や液体水素が、一定の流量を保ちながらターゲットやモデレータに供給さ

れる。中性子源ステーション内部には複数系統の冷却水やガス（ヘリウム、空気）が一定流量で

循環しており、反射体や水冷遮蔽体などのベッセル内機器や生体遮蔽体を冷却している。 

水銀ターゲットは、ターゲット容器と水銀循環系を可動式の台車上に搭載した設備である。タ

ーゲット容器は、水銀を内包する容器の外側を二重の保護容器で覆う構造で、水銀が漏洩した場

合の汚染拡大を防止する。ターゲット設備には、容器壁損傷軽減のため水銀に微小気泡を注入す

る気泡ガス供給設備、水銀由来の放射性ガスを測定することで水銀の漏れを検知する水銀循環系

統合監視設備（Unified Hg-target Active Monitor；UHAM）、放射性ガスを外部放出可能な状

態に処理する気体廃棄物処理設備などが接続されている。ターゲット容器や水銀循環ポンプなど

の水銀ターゲット機器は可動式の台車上に設置され、ターゲット機器の保守・交換作業は、台車

をホットセル内の保守位置まで移動してから、インセルクレーンやパワーマニピュレータなどの

遠隔操作機器を利用して実施される。 

この核破砕中性子源やミュオン標的などを安全に効率よく運転するために、GCSには、下記に

列挙するような幅広い役割が要求されている2)。 
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・中性子･ミュオンという異なる線源と20以上ある多様な実験装置群を監視する。 

・高温水銀流体、極低温水素、高放射化冷却水などの循環系、水銀ターゲット台車、ミュオン回

転標的などの駆動系を制御して、線源設備の独立した運転を行う。 

・ビーム運転時、循環機器調整時、ターゲット機器交換時、及び緊急時など様々な状況に合わせ

て施設を運用する。 

・ホットセルから実験装置までの多様な高線量エリアを管理することで、ビーム運転や高放射化

機器に起因する放射線被曝から人員の安全を確保する。 

・J-PARC中央制御棟（Central Control Building; CCB）を介し、加速器や他の実験施設と密接

に連動しながら、MLFの安全なビーム受入を行うと共に、異常発生時はビームを停止する。 

・ターゲット機器や実験装置の段階的な増強・増設に対応しながら安全・安定したビーム運転を

確保する。 

 

 

 

Fig. 2.1 Sketch of J-PARC（Japan Proton Accelerator Research Complex） 
 
 

3GeV陽子ﾋﾞｰﾑ
輸送ﾗｲﾝ（3NBT）

物質・生命科学
実験施設（MLF）

3GeV-RCS

50GeV-Main ring （MR）
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Fig. 2.2 First basement floor plan of the MLF building 

 
Fig. 2.3 First floor plan of the MLF building 

第３実験ホール
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Fig. 2.4 Second floor plan of the MLF building 

 
Fig. 2.5 Third floor plan of the MLF building 
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Fig. 2.6 Cut view of the Neutron Target Station in the MLF of J-PARC 
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2.2 MLF全体制御システムの構成 

Fig. 2.7に2017年度時のGCSの全体構成を示す。この全体構成は2008年度のビーム受入開始時

とあまり変わっていない2)。分散型デジタル制御システムに基づいて設計されたGCSは、監視・操

作性の向上とともに機器の追加・変更に柔軟に対応できるように構成されている。GCSは、その

機能や役割に応じてネットワーク系、統括制御系及び共有サーバー、インターロック系、タイミ

ング配信系など幾つかのサブシステムで構成される。 

・J-PARCのネットワーク系（LAN）は、加速器・施設運転のための制御系LANと主に実験装

置・一般利用者のためのJLANに分かれている。制御系LANは、CCBの制御系コアスイッチと

接続された各施設のエッジスイッチ下に展開するスター型構成を基本とする。一方JLAN 
は、建家内に配置されたJLANスイッチが、情報交流棟にあるセンタースイッチと直に接続し

ている構成を基本とする。 

・MLFの制御系LANでは、制御系1段目エッジスイッチ下に、設備機器制御のための制御系と監

視カメラ専用の館内系という2つのLANを展開している。またCCBのコアスイッチからFW
（Firewall）を経由して、最小限の運転情報をJLANに配信している。  

・統括制御系（ICS）は、複数の監視操作用PC（Personal Computer）、及びPLC
（Programmable Logic Controller）ユニットを内蔵する統括制御盤、リモート入出力（I/O）

盤、ミュオン回転標的盤や水銀循環設備盤など40台以上の現場制御盤を、光二重ループ経路の

専用PLCネットワーク（MELSECNET/ H；NET/H）で接続して構成している。統括制御盤

PLCを中心として現場制御盤PLCが接続されている部分をPLCリンクシステム、ICSの運転制

御機能を実行する上で中核となる監視操作用PC、DB（Data Base）サーバーなどで構成され

る部分を監視操作システムと呼ぶ。 

・ICSは、監視操作システムからミュオン回転標的や水銀循環設備などの各現場制御盤の下にあ

る設備機器を監視操作することで、施設全体に渡る多種・多様な機器の運転制御を実行する。

加えて、運転データを保存するDS（Data Storage）サーバー、運転情報を適切な形式で配信

するWD（Web Distribution）サーバー、建家内や周辺に設置された多数の監視カメラ（屋

内、屋外、耐放射線）の画像データを収集して録画や画像表示・配信を実行するカメラサーバ

ーなどの共有サーバーとも連動する。 

・ICSの各PCにインストールするソフトウェアは、監視操作システムで採用する基盤ソフトウェ

アとの相性に強く依存する。GCSでは、J-PARCの加速器などで使用実績があったEPICS
（Experimental Physics and Industrial Control System）を基盤ソフトウェアとした監視操

作システム、PostgreSQL及びWeb-OPI（Operator Interface）ソフトウェアを利用したDS及
びWDサーバーを構築している。 

・WDサーバーは、運転情報をほぼリアルタイムで配信するサーバーと、制御画面コピーを数分

周期で切り換えて配信する簡易サーバーを運用している。前者はライセンスや処理速度の関係

で配信できるクライアント数や画面数が制限される。 

・GCSは、MLFへの陽子ビーム入射を制限し、施設内の機器や人員の安全を確保するために機

器保護システム（Machine Protection System; MPS）、人員安全保護システム（Personnel 
Protection System; PPS）というJ-PARC共通のILSを管理・運用する。加えて水銀ターゲッ

トを保護するためにMLF特有のターゲット保護システム（Target Protection System; TPS）
も運用している。 
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・ILSのMPSコントローラは、現場機器が異常を検知すると、光ケーブルを介してビーム停止信

号をCCBに発報する。MLFでは、MLF-InhibitとMLF-MPSという2段階のビーム停止信号を

CCBに送信する。Inhibitはイオン源からのビームパルスの一部引き出しに遅延をかけてMLF
行のみ出射を停止することで、50GeV-Main ring （MR） へのビーム供給は続けながらMLF
へのビーム供給のみ停止する。一方、MPSは加速器運転自体を停止する。 

・PPSは、施設PPS制御盤や2次BL PPS制御盤などPLCユニットを内蔵するPPS盤、及び現場

PPS機器で構成される。各PPS盤は光ケーブルで二重化された専用PLCネットワーク（FAリ

ンク）で接続されている。 

・PPSはビーム運転中や放射化機器により高線量となるエリア（PPS-ILエリア）への入退域を

制限するとともに、運転員がILエリアから緊急脱出するなどの非常事態が起こった場合、イオ

ン源の高圧電源を完全に停止させるなど信頼性の高い手段で陽子ビームを停止する。MLF-
PPSは、安全キーの引抜／返却と簡易なILロジックで、6箇所の線源保守エリアと27の実験装

置室（実験装置PPSエリア）の入退域を管理している。 

・TPSは、ビーム運転時に水銀ターゲットに関わる重大異常が発生した時に陽子ビームを停止す

る。TPSではPPS同様に信頼性の高いビーム停止が要求されるため、PPSビーム停止手順を利

用してビームを停止する。 

・ICSやILSを構成するPCやPLCユニットは、UPS（Uninterruptible power supply；無停電電

源装置）と非常用発電機に接続されているために、外部電源遮断などの緊急時でも、必要な監

視操作機能を維持する。 

・タイミング配信系（TDS）は、ビーム運転周期に同期するタイミング信号を配信する。MLF
では、予め決められたタイミングパターンを生成するJ-PARC共通のスケジュールドタイミン

グで生成した12MHzマスタークロックや25 Hz基準トリガを利用者に配信している。これに加

えてTDSは、3 NBT電流変換モニタ（3 NBT-CT）トリガ信号などビーム入射に直接同期する

機器で生成されるシンクロナイズドタイミング信号も配信している。 

・MLFのMPSやTDSは、制御系LANを経由してCCBから直接監視されている。放射線安全管理

設備などGCSから独立した設備の制御システムは、制御系LAN上に設置した中継用インター

フェース（I/F）を経由して、必要最低限の情報授受を行う。 

・J-PARCでは、CCBと各施設間に基幹ケーブルと呼ばれる多芯のシングルモード光ファイバー

ケーブル（SMF）を敷設し、LANや建家・ユーティリティ設備の情報授受に利用している。GCS
の各制御システムも、MLF制御室に設置された光パッチパネルを中継して、180芯のSMFを有

する基幹ケーブルを経由して、CCBと信号の送受信を行う。Table 2.1に実際の信号名称と内訳

を示す。使用芯数は年々増えて、2017年度時では116芯ほど使用されている。一方でPPSは、専

用のハードワイヤーと光多重伝送ケーブルを別途敷設して、CCBと信号の送受信を実行してい

る。 
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Fig. 2.7 Sketch of MLF General Control System (GCS) 
 

Table 2.1 Numbers of signal lines and their prospected breakdown 
 

システム名称 信号名称 芯数 

制御系LAN 制御系LAN 8 
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スケジュールドタイミング 6 
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2.3 MLF全体制御システムの進捗履歴 

Table 2.2は、2007年度から2017年度までのGCSの進捗の履歴を示す。GCSは、2008年度の陽

子ビームのMLFの入射を目指して、2007年度には制御系・館内系LAN（2007年4月）、ICS、
ILS、サーバー（2007年6月）、TDS（2007年9月）等の各サブシステムが構築され、その後の

MLFの運転制御コミッショニングの中で、GCSの各サブシステムの連動を考慮した調整・検

査・改修が進められた2) ,3), 4), 5), 6), 7)。2008年度には、陽子ビームの初めての受入と中性子発生

（2008年5月）、ミュオン発生（2008年9月）、利用運転開始（2008年12月）と順次実施され、こ

の間に運転経験に基づいた各サブシステムの改修が行われた3)。以降、MLFでは1 MWを目指し

た陽子ビームパワーの段階的な増強に対応すべく、気泡ガス供給設備やUHAMの新設、気体廃

棄物処理設備の段階的な改造、ミュオン固体標的から回転標的への交換などが行われてきた8)。

実験装置も、運転当初の5台から2017年度までに中性子・ミュオン合わせて27台が運用されてき

た。これらを統括的に運転制御しているGCSの各サブシステムも、安定したビーム利用運転を維

持しながら設備機器や実験装置の増強・増設に柔軟に対応できるように様々な改造を行ってきた
9)。以下に、GCS構築から2017年度までの進捗状況を列挙する。 

・制御系・館内系LANは、2007年度の運用開始以降、基本的な構成に変更はない。ただし運転

当初のLAN機器の生産中止・サポート終了に伴い、2013年度から2015年度にかけて、全ての

LAN機器を新型機種に交換するとともに、LANスイッチ2重化の範囲を、制御室の1段目エッ

ジスイッチのみから、2段目エッジスイッチ及び電磁石などのビーム運転に直接連動する機器

を管理するLANスイッチまで拡張した10)。また機器交換と同じ時期に無線アクセスポイント

（AP）を順次設置した。 

・運転当初、ICSの監視操作システムは、MLFの多様な設備機器の確実な監視操作を最優先し

て、大型プラント制御で実績のあるiFIX-SCADA1を基盤ソフトウェアとして構築された2)。こ

のシステムは、ビーム運転開始からMLFの安全な運転制御に対し十分に機能してきた。一方

で、OSやソフトウェア選択の自由度が小さく、適時・適切な範囲で柔軟に機能を拡張するこ

とに難点があった。そこで従来の監視操作機能は維持しながらもメンテナンス機能の向上が期

待できるEPICSを基盤ソフトウェアとした新たな監視操作システムの開発を2011年度から開

始し、2014年度末には完全に移行した9), 11), 12), 13)。 

・ICSのPLCリンクシステムは、設備機器の追加変更にある程度対応できる設計にしていた。し

かし度重なる現場設備の改造や増設は、PLC-CPUの負荷増大や内部メモリの不足をもたらし

た。そのため2015年度にPLCリンクシステムの改造を実施した14)。 

・DSサーバーとWDサーバーにはiHistorianとRTIPソフトウェア2を各々インストールして、リ

アルタイム運転情報を制御LAN経由で作業員に配信した2)（2007年度）。ただしRTIPでは配信

可能なクライアント数が制限されるため、多くの作業員が制御画面情報を共有できるように画

面コピー式のWDサーバーを増設した（2009年度）。EPICSをベースとした監視操作システム

                                            
1 SCADA（Supervisory Control And Data Acquisition）とは、産業制御システムの一種であり 1 つのサイト全

体や地理的に分散したシステム群を集中的に監視制御するシステムを指す。なお iFIX は、GE インテリジェント･

プラットフォームズが提供する SCADA 用アプリケーションセットを指す。 
 
2 iHistorian、RTIP（Real Time Information Portal）とも GE Fanuc 社製のソフトウェアである。RTIP は、

iFix 及び iHistorian と連携して、これらのデータソースからデータを取得して運転情報など Web 画面上に配信

する。 
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導入（2014年度）以降は、Web-OPIを使用してリアルタイムの運転情報を配信している11)。

一方、利用者への情報配信は、情報ディスプレイ（Information Display；IDP）サーバーと

JLAN用WDサーバーを構築して、制御LAN上のIDPクライアントPC、JLAN（2008年度）、

インターネット（2009年度）と、セキュリティに注意を払いながら、配信エリアを順次拡大

した3)。 

・多数の監視カメラとカメラサーバーからなる監視カメラシステムは、運転当初に比べカメラ数

は増えた（例えばWebカメラは60台から68台に増加）ものの、基本的な構成に変更は無い2)。

ただし監視カメラやサーバーソフトウェアの生産・サポート終了に伴い、カメラサーバー

（2013、2015、2017年度）、屋外カメラ（2016年度）、IPエンコーダ（2016年度）などを、

適時、後継機種に更新した。 

・J-PARCのMPSは、運転当初から、一実験施設のMPS発報で加速器が停止すると全実験施設の

利用運転が停止し、J-PARC全体のビーム利用率が低下する課題があった。MLFでは、2011年
度に専用Inhibitモジュールを開発して、MLFのMPSが作動した場合は、MLFへの陽子ビーム

を停止するがMRへのビームを止めないようにすることで、ビーム利用率の向上に努めた15), 
16)。  

・PPSは、運転当初から6箇所の線源保守PPS-ILエリアの入退域管理をしながら、「実験ホール

ミュオン遮蔽キー」などミュオン標的に関係する安全キー追加（2010年度）や、ビーム停止

後の一定時間ILエリア内の排気と入域を禁止するタイマー導入（2015年度）などを実施して

きた。一方、段階的に増設されてきた実験装置については、逐次、実験装置PPSエリアの入退

域管理の範囲を拡張してきた15)。 

・PPSの初期設計では想定していなかったミュオンH-BLのために、2015年度に実験装置PPS機
器の増設とソフトウェア改造を実施し、今後の実験装置の増設に備えている。 

・PPSのPLCやタッチパネルなどが交換推奨寿命に達して、生産・サポートも終了となったた

め、2017年度には、それらの機器を後継機種に全て交換した。同様に、2018年度には、ICS
のPLCやタッチパネルなどを交換する予定でいる。 

・TDSは、2007年にスケジュールドタイミング、シンクロナイズドタイミングの信号配信を順

次開始した2), 3), 4) 。それ以降、全体構成や配信信号の種類に基本的な変更は無いものの、利用

者の要求を反映しながら、各装置に適したトリガ信号のディレイやパルス幅の調整、装置増設

に伴うトリガ用同軸ケーブル出力端子盤の増設（2011年度）などを実施してきた。 

・2011年3月の東日大震災発生直後もICSとILSの主要部分は機能を維持し、震災時の線源設備

の挙動解析に大きく貢献した17)。またGCS自身の挙動解析の結果、ほぼ緊急時の想定通りに稼

働したことが示された15)。 

・2013年5月のハドロン（HD）施設の放射線漏洩事象発生に伴うJ-PARC全体のリスク管理体制

の再構築時に、J-PARCでは「基本体制」と「事故体制」の間に異常の兆候を検知する「注意

体制」を導入した。MLFでも、これに準じたILSの様々な改修を実施した9)。 

・線量モニタや放射線管理区域の入退域を管理する放射線安全管理設備は、J-PARCの安全機能

多重化の方針より制御系LANから分離され、放射線監視室で監視されていた。しかしながら

HDの放射線漏洩事象後は、線量モニタデータを、制御系LAN上に設置した中継用I/F経由で

取り込んでICSの監視操作PC画面に表示することで、放射線安全管理設備の独立性を担保しな

がらも線量モニタ情報を制御室内でも監視できるようにした。 
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Table 2.2 History on progress of GCS after its construction 
 

年度 MLF のイベント ICS・共有サーバー ILS LAN・TDS 

2007 

  構築終了・コミッショニング開始 
 カメラサーバー2 台で運用開始 
 iFIX-SCADA をベースとした

旧監視操作システム、DS
（iHistorian）／WD（RTIP）サ
ーバーの試運転開始 

 構築終了・コミッショニング開始 
 iFIX-SCADA をベースとした旧

PPS 監視操作システムの試運

転開始 

 LAN 構築・コミ

ッショニング終

了・運用開始 
 TDS 構築終

了・コミッショニ

ング開始 

2008 

 MLF ビーム入射・

中性子発生（2008
年 5 月） 

 ミュオン発生

（2008 年 9 月） 
 利用運転開始

（2008 年 12 月） 

 ICS-MPS 総合 IL 試験実施

（2008 年 4 月） 
 IDP サーバー運用開始（2008
年 5 月） 

 JLAN-WD 仮設サーバー運用

開始（2008 年 9 月）、本設サー

バー交換・運用開始（2009 年 3
月） 

 ICS-MPS 総合 IL 試験実施

（2008 年 4 月） 
 PPS-総合 IL 試験、ビームエリ

ア組込試験実施（2008 年 5 月） 
 14 装置の PPS 運用開始 

→BL03, BL04, BL08, BL10,   
BL20 （2008 年 5 月）,  

→BL01, BL19, D1, D2 
（2008 年 9 月）  

→BL05, ,BL12, BL16, BL21 
（2008 年 12 月） 

 TDS 運用開始

（2008 年 5
月） 

2009 

  J-PARC 一般公開用 Web で
運転情報配信開始 

 WD サーバー(画面コピー版)運
用開始 

 1 装置の PPS 運用追加

（BL14） 
 リフレクティブメ
モリによる

TDS 情報配信

開始 

2010 

 東日本大震災によ

る運転停止（2011
年 3 月） 

  実験ホールミュオン遮蔽キー追

加 
 2 装置の PPS 運用追加 
（BL11, BL15） 

 

2011 

 UHAM、気泡ガス

供給設備の導入 
 東日本大震災後

の運転再開（2011
年 12 月） 

 震災時の挙動解析 
 EPICS をベースとした監視操

作システム, DS
（PostgreSQL）／WD（Web-
OPI）サーバーなどの基本設計 

 震災時の挙動解析 
 IL 監視用 PC の導入 
 MPS の MLF-Inhibit 導入 
 4 装置の PPS 運用追加 
（BL02, BL09, BL17, BL18） 

 TDS ケーブル
出力端子盤増

設 

2012 
  新 ICS 監視操作システム、

DS/WD サーバー試作機の開

発 

 新 PPS 監視操作システム試作

機の開発 
 

2013 

 ハドロン施設の放

射線漏洩事象によ

る運転停止（2013
年 5 月）、 

 MLF の運転再開 
（2014 年 2 月） 

 新 ICS 監視操作システム、

DS/WD サーバー実機の製作 
 新旧システムの並列運転による

デバック。 
 カメラサーバー更新（1 号機） 

 新 PPS 監視操作システム実機

の製作 
 J-PARC 安全管理体制の再構

築に伴う ILS 改造 
 3 装置の PPS 運用追加 
（ミュオン U1, U1A, U1B） 

 3NBT 制御系

LAN 機器更

新 
 MLF 制御系

L 一段目エッジ

スイッチ交換 

2014 

 ミュオン標的の固

定型から回転型へ

の更新（2014 年
11 月） 

 旧 ICS 監視操作システム、

DS/WD サーバー停止と新シス

テムへの完全移行 

 3 装置の PPS 運用追加

（BL06, BL22, S1） 
 旧 PPS 監視操作システム停止

と新システムへの完全移行 

 MLF 制御系

LAN 機器更

新 

2015 

  ICS-PLC リンクシステム改造 
 カメラサーバー更新（2 号機） 

 PPS-IL エリア入域タイマー導

入 
 ミュオン H ライン用 PPS 機器

増設 

 MLF 館内系

LAN 機器更

新 

2016 
 実験ホールの第一

種管理区域化 
（2016 年 11 月） 

 Web カメラ（屋外用）更新  1 装置 PPS の運用追加

（BL23） 
 

2017 
  カメラサーバーソフトウェア更新

（1 号機） 
 IP エンコーダ更新 

 PLC や液晶パネルなど主要

PPS 機器の更新 
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３.  ネットワークシステム 
 

3.1 概要 

J-PARCの各施設は、加速器・施設運転のための制御系LANと、実験装置・一般利用者のための

JLAN環境をサポートする。 MLF建家内の制御系LANはCCBより管理・運用されるJ-PARCの制

御系LANに属し、MLF-JLANは情報交流棟より管理・運用されるJ-PARCのJLANに属する。J-
PARC制御系LANでは、CCBのコアスイッチを頂点とするスター型構成を基本とする。一方、

JLAN では建家内に配置されるJLANスイッチは、原則として情報交流棟にあるセンタースイッ

チと直に接続される構成を基本とする。J-PARCの制御系LANは、CCBのコアスイッチからFWを

介してJLANのセンタースイッチに接続されており、各施設の制御系LANは、CCBを経由して、

JLANに必要最低限の運転情報を配信する。 

MLF建家内の制御系LANとJLANの構成をFig. 3.1とFig. 3.2に示す2)。MLF建家の制御室は、

3NBT下流制御室（建家北側2F）と、ミュオン・中性子線源や2次BLを制御するMLF制御室（建

家南側3F）の2箇所あり、MLFのLANも各制御室経由に分けて構成している。本章では、MLFの
各LAN構成、役割、運用について説明する。ただしMLF-JLAN の詳細設計は、実験装置グルー

プが主体となって行っており18)、本報告書ではLAN構成を説明するに留める。 
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3.2 制御系LAN 

・J-PARC制御系LANは、2重化されたCCBのコアスイッチと各実験施設の制御系1段目エッジス

イッチ（主系／従系）が直に接続されている。そのために、各建家の1段目エッジスイッチ（主

系／従系）に接続している末端スイッチで構築された各建家内の制御系LANは、主系にネット

ワーク障害が起こっても数秒以内に従系に切り替わる機能を持つので、信頼性が高い。 

・J-PARC制御系LANでは、運用単位で実トラフィック用IPサブネットが割り当てられ、VLAN
もIPサブネット単位で構成され、任意サブネットのトラフィック混雑が他に影響を与えないよ

うな論理構成になっている。VLANの構成上、MLF制御室経由で構成されるLANを、MLF制御

系LANと館内系LANに分けて、各々にIPサブネットを割り当てている。 

・3NBT下流制御室経由の制御系LANは、3NBT棟（別建家）にある3NBT棟制御室経由の制御系

LANと合わせて3NBT制御系LANとしてVLANを構成し、IPサブネットを割り当てている。 

・J-PARC制御系LANは、CCBから一括で監視・運用しており、各建家からは必要に応じてWeb
ブラウザ等を用いてCCBの監視装置にアクセスし状態監視できる。また加速器や施設内機器を

制御するための専用LANであり、それに属するMLF制御系・館内系LANでは、設備や用途に応

じてIPアドレスを割り付け、IPアドレス一覧による接続機器の管理を行っている。 

・MLF建家では、CCBに直結する制御系1段目エッジスイッチを、MLF制御室と3NBT下流制御

室（機種Summit-X650）に設置し、その下に制御系LANを展開している。Fig. 3.1において、

青2重線で接続されたエリアが10 Gbps、黒2重線接続エリアが1 Gbps通信速度に対応している

10)。 

・MLF制御室では、制御系1段目エッジスイッチ（機番 mlfe1m01/mlfe1s01）の下に制御系2段目

エッジスイッチ（機種Summit-X480, 機番mlfe2m01/mlfe2s01）と館内系エッジスイッチ（機

種Summit-X480, 機番mlke2m01/mlke2s01）を接続している。 

・2次BLでも制御系LANを使用することを想定して、制御系1段目エッジスイッチ下に、実験ホー

ルに設置した制御系スイッチ（機種 Summit-X460, 機番 mlfe2u02～06）を直に接続している。 

・制御系2段目エッジスイッチの下には線源運転や保守に関わる設備での使用を想定し、大型機器

取扱室（3F）、汚染検査室（2F）、 第1、2マニュプレータ操作室（1F／B1F）、第1、2 He圧縮

機室（屋外建家）、MLF制御室などに設置した制御系ハブ（機種 Summit-X440, mlfdsu01～13、 
mlfdsu15～16）を直に接続している。 

・GCSでは、ターゲット容器など線源機器交換時に作業員が携帯するノートPC上に機器保守全体

監視画面を配信して、施設全体の遠隔操作機器の情報を共有している。そのための制御系LAN
無線AP（機種 WS-AP3825e、機番 mlfapu01～06）を大型機器取扱室（3F）やマニュプレー

タ操作室(1F／B1F)などに設置している。 

・MLF制御系LANには、EPICS-OPI／IOC、WDクライアント／サーバー、プロキシサーバー、

EPICS中継用PLC、MPSやTDSの制御用VME-CPU、IDPクライアント／サーバー、ビーム運

転表示灯、ビームモニタ用デジタルオシロ、ターゲット診断系機器、UHAM用機器、ミュオン

2次BLの各電磁石LAN-I/Fとその制御用PCなど、多種・多様な機器が接続されている。 

・館内系エッジスイッチの下には、全体監視カメラからの画像データを取り込むための館内系ハ

ブ（機種 Summit-X440, 機番 mlkdsu01～27）を接続して施設各所に設置している。館内系ハ
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ブの設置場所や台数は、データ転送が確実に行えるUTPケーブル長（100 m以内）を考慮して

決めている。館内系LANには、監視用のWebカメラ、耐放射線性カメラ画像変換用のIPエンコ

ーダ、カメラサーバー／クライアントPCなどを接続し、全体監視カメラシステムを構築してい

る。またIDPクライアントも一部接続している。 

・3NBT下流制御室では、3NBT下流側の制御系LANとして1段目エッジスイッチ（機番 3dw1m01
/3dw1s01）に、制御系スイッチ（機種 Summit-X460, 機番 3dw1e2u01～02）や制御系ハブ（機

種 Summit-X440, 機番3dwdsu01～07）を直に接続して施設各所に設置している。また機器保

守の制御系LAN無線アクセスポイント（機番 3dwapu01）を、M1トンネル内に設置している。 

・3NBT及びMLF制御系LANにおいて、制御室機器、ビームライン電磁石などビーム運転に連動

する機器を管理する制御系スイッチ・ハブは2重化している（Fig. 3.1の×2は対象LAN機器の2
重化を表す）。 

 

3.3 JLAN 

・J-PARCのJLANは、建家内に配置されるJLANスイッチは情報交流棟にあるコアスイッチと直

に接続される構成を基本としている。光ケーブルは施設内でも長距離伝送に適したシングルモ

ードファイバー（SMF）を使用している。MLFの場合、MLF制御室と3NBT下流制御室に設置

された基幹光パッチパネルを経由して、JLANのセンタースイッチとMLF建家内の各JLANス

イッチ（T29～T38）に直に接続する構成にしている。 

・JLANに接続する機器は、MACアドレスとIPアドレスで管理している。 

・JLANスイッチは、装置利用者が使用するLANであることを考慮し、データ処理室（T31）、計

算機室（T32）、実験準備室（T33）、実験ホール（T34、T35、T37、T38）など、実験装置ユー

ザーや一般ユーザーの出入りが多い場所を中心に設置している。また各実験装置のデータ収集・

解析などでJLANの膨大な通信負荷が予想される実験ホールなどには、複数台のJLANスイッチ

を設置している。Fig. 3.2でJLANハブ T343は、3台のスイッチ設置を示している。 

・MLF制御室（T30）と第一マニュプレータ操作室（T36）には、運転員の利用を考慮しJLANエ

ッジスイッチを設置している。 更にスイッチから、会議室や休憩室などの近接する各部屋まで

情報コンセント（LCON）を延長して取り付け、MLF-JLANの利便性を高めている。 

・制御系LANよりも利用者や利用形態の範疇が広いことを想定し、多数の無線APを設けている。

例えば、第1、第2実験ホールに、計16箇所の無線AP （無線 t34wap-01～07、無線 t35wap-01
～07、無線 t37wap-01、無線 t38wap-01）を設置することで、実験ホール全域で無線APの使

用を可能にしている。 

・3NBT基幹光パッチパネル経由のJLANは、3NBT下流制御室にJLANエッジスイッチ（T29）を

設置し、そこから施設各所にLCONを延長して取り付けている。この区域では、利用者は陽子

ビームラインなどの運転員に限定される一方で、ビームトンネルなど利用場所が広範囲に及ぶ

ため、UTPケーブル長が適用範囲を超えることを考慮し、一部ハブやメディアコンバータを利

用してLANを構成している。 
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3.4 今後の課題 

制御系・館内系LANは、運転当初に整備したLAN機器の生産中止・サポート終了に伴い、J-PARC
全体の機器交換スケジュールに合わせて、2013年度から2015年度にかけて性能を増強しながら全

てのLAN機器を新型機種に更新してきた。また同時期に無線APを設置した。これまでのMLF制
御系LANの運転実績と今後の線源機器の増強予定を考慮する限り、制御系・館内系LANの基本性

能（通信速度や容量）は現状維持で十分である。今後の課題を以下に列挙する。 

・LAN機器の2回目の更新を2019年度から行う予定である。制御LAN機器の保守管理にかかる費

用は高額なので、今後のLAN機器更新では、機器個別の使用状況を精査し、機器の集約・削減・

スペックダウンを行い、合理的な費用としたい。 

・使用済ターゲット容器保管のために新設されたRAM棟（放射化物使用棟）にMLF制御系LAN
機器を設置して、MLF制御室から管理できるようにする。 
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４. 統括制御・サーバーシステム 
 

4.1 概要 

Fig. 4.1 にICSの全体構成を示す2)。ICSでは、三菱電機社製PLCユニットを内蔵する統括制御

盤や現場制御盤を光二重ループの伝送路を持つPLCネットワーク（NET/H）を介して接続するこ

とで、線源運転の独立性を確保するとともに、信頼性が高く障害に強いシステムを構築している
9), 17)。ICSを構成するPCやPLCユニットはUPSと非常用発電機に接続されているために、外部電

源遮断などの緊急時でも必要な監視操作機能を維持する。  

NET/Hは、2重化された統括制御盤と40以上の現場制御盤内を接続する経路（NET/H-1）と、

統括制御盤とDBサーバー用PCを接続する経路（NET/H-2）を有する。各設備は設備番号（6210
－6900）と設備名で識別されている（Fig.4.1）。DBサーバーはGCS専用のLAN（GCS -LAN）に

も接続されており、専用の統括監視操作PCからDBサーバーと統括制御盤を経由して現場制御盤

の下にある各設備機器をリモート監視操作することで、設備機器の包括的な監視操作など施設全

体に渡る多種・多様な機器の運転制御を実行している。Fig. 4.1において、統括制御盤を中心とし

て現場制御盤がPLCネットワークで接続されている部分をPLCリンクシステム、ICSの運転制御

機能を実行する上で中核となる監視操作PC、DBサーバーなどで構成される部分を監視操作シス

テムと呼ぶ。この監視操作システムには、基盤ソフトウェアとしてEPICSがインストールされて

おり、各設備機器の監視操作、警報やトレンド表示などの操作インターフェース（EPICS-
Operator Interface；OPI）として機能するとともに、PLCとの通信やプロセスデータの入出力管

理（EPICS-Input/Output Controller；IOC）を実行している。一方、ICSは、DBサーバーを経由

して収集された各設備機器のプロセスデータを保存するDSサーバー、運転員や装置利用者に必要

な運転情報を適切な形式で配信するWDサーバー、建家内や周辺に設置された多数の監視カメラ

の画像データを収集して録画や画像表示・配信を実行する監視カメラサーバーなどの各種サーバ

ーとも連動して稼働する。本章では、ICSの構成や役割、ICSを用いた施設運用などについて説明

する。 
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4.2 PLCリンクシステム 

統括制御盤を中心として現場制御盤がNET/Hを軸にしたPLCネットワークで接続されている

部分をPLCリンクシステムと呼ぶ（Fig. 4.1参照）。NET/H-1は、管理局となる統括制御盤の統括

制御PLC（局1、2）を中心として、1～41までの局番を割り振られたPLCユニット群で構成されて

いる（局番23は欠番）。Fig. 4.2は、統括監視操作PC上のNET/H-1の通信状態監視画面を示す。

各PLCユニットは、ベースプレートに実装した標準的なPLCモジュール（電源、CPU、各種I/F、
入出力など）で構成されている。本システムは機器の追加・変更に柔軟に対応できる設計にして

いるが、2008年度の施設稼働から現在までの度重なる設備改造や増設、それに伴う局数や処理信

号数の増加は、統括制御PLCの負荷の増大や、各局に割り振られた共有メモリエリア数の不足を

もたらした。その対応のため2015年度にはPLCリンクシステムの改造を実施した14)。以下に、PLC
リンクシステムの役割や機能を列挙する。 

・Table 4.1に、各局の設備番号、設備名、使用点数、エリア点数などを載せたNET/H-1送信エリ

アマップを示す。設備番号6200、6300番台はミュオン関連設備、6500番台は中性子源関連設備、

6900番台は建家・空調設備を示す。なお、6501はGCS自体の設備番号を表す。 

・統括制御盤1、2は、PLCユニット本体とNET/H-1や各局状態などのネットワーク状態を表示す

る液晶パネルなどで構成されている。統括制御PLC-Iの主従系（局1、2）は冗長化された管理局

としてNET/H-1の各局を管理する。統括制御PLC-Iの主系（局1）がダウンしても従系（局2）
による管理に自動的に切り替わる。 

・局3、4、5、6、7、32、33は、NET/H-I/Fを持っていない現場制御盤や現場機器とのネットワー

クI/Fの役割を果たすリモートI/O盤の機能を持つ。扱っているI/Fの種類としては、一般的な

LANで使われるイーサネット規格用I/F（Eth-I/F）、NET/Hと規格の異なるPLCとの接続に用

いるFLネット規格用I/F（FL-I/F）がある。また接点ケーブルで取り込んだアナログ・デジタル

信号を専用PLCで変換しNET/Hに取り込む機能も有する。 

・統括制御盤2内に設置された増設リモートI/O用PLCユニット（局3）は、大型クレーン、UHAM
検出系（Eth-I/F）、PPS（FL-I/F）、建家空調情報（接点信号）などとデータの送受信をして

いる（Fig. 4.1、Table 4.1参照）。また制御系LAN及び中継用DBサーバー（EPICS-IOC）を経

由して、3NBTを含む加速器など外部設備機器とのデータの送受信も行う。 

・リモートI/O盤1、2、3、4（局4、5、6、7）は、MLF建家のB1F～3Fの各所に設置されて、線

量モニタ、インセルクレーン、反射体遠隔操作機器、水銀ターゲット、中性子BL真空系などの

施設機器保守に関わる情報を各種I/Fから取り込んでいる（Fig. 4.1、Table 4.1参照）。特にリモ

ートI/O盤1、3、4は、NET/Hサブループの下に複数の局を持ち、管理局としても機能している。

このサブループ構成は、NET/H-1の局を増やさずに、現場設備を増設するために有効である。 

・局8、9、10、11、12、13、14、15、16、17、18、19、20、21、22、24、25、26、27、28、
29、30、31、34は、NET/H-I/Fを持ち、NET/H-1に直接接続している現場制御盤（24台）を表

す。これにリモートI/O盤を通じて接続してある現場制御盤（20台）を加えて、MLF制御室から

はNET/H-1を通じて、44台の現場制御盤や現場盤を管理・運用している。またFig. 4.1、Fig. 4.2
には記載していないが、施設各所にある20個の分電盤異常信号もリモートI/O盤から取り込ん

で、MLF制御室で監視している。 

・実験装置リモートI/O盤1、2（局32、33）は各実験装置の真空や電気異常などの接点信号を取り

込んでMLF制御室で監視できるようにしている。 
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・NET/Hは光二重ループの伝送路を持つネットワークであるために、任意局で通信異常が生じて

も、二重ループの伝送経路がその手前局で折り返す経路に自動的に切り替わることで異常局を

除いた各局を管理できる。2つ以上の局で通信異常が同時に発生した場合、複数の異常局に挟ま

れた局の状態が一時的に監視できなくなるものの、その他の局の監視機能は維持できる。この

場合でも、専用コネクタを使って手動で異常局をバイパスすることで、異常局を除く全ての局

の管理は可能となる。なおNET/H-1の通信異常はFig. 4.2の画面で監視している。 

・NET/Hの各局には共有メモリエリアが割り振られており（Table 4.1参照）、各PLCの内部メモ

リデバイス（B、W、D、M）の中のB、Wデバイスのデータを、共有メモリエリアのリンクレ

ジスタ（LW；16bit形式）及びリンクリレー（LB；1bit形式）にアナログ及びデジタルデータ

として転写することで、PLC間のデータを送受信している11)。 

・同じ局内でデジタルデータ用のLBエリア点数が不足した場合、未使用のLWをデジタルデータ

に割り振っている。局12～16のLB割付がない理由はデジタルデータをLWに割り振ったためで

ある。 

以下に、2015年度のシステム改造の概要を列挙する14)。 

・統括制御PLC-IIの主従系（局37、38）を増設し、管理する局を統括制御PLC-Iと分担すること

でPLC-Iにかかる負荷を分散した。 

・PLCの転送可能な内部メモリをD、Mデバイスまで拡張することで共有メモリエリア数を大幅

に増設した。更に既存PLCユニットに必要に応じて追加局を設定して増設したエリアを割り振

ることで、エリア数不足の問題を解決した。例えば、増設リモートI/O用PLCユニット（局3）
に割り振った共有メモリエリア数が不足してきたため、局35を追加設定して増設エリアを割り

振ることで、UHAMや放射線安全管理設備などの新規データも取り込めるようにした。同様の

理由で、リモートI/O盤3（局6）のPLCユニットに局36を追加設定して増設エリアを割り振った。 

・第2実験ホールのミュオン2次BL関連盤（局24、27、29）には予めミュオンS-BL用に共有メモ

リエリアを割り振っているが、将来的にH-BLが増設されることを考慮して、H-BL用に局39、
40、41を追加設定して増設エリアを割り振った。 

 
Fig. 4.2 Integral window for monitoring NET/H status 
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Table 4.1 Area map of link register and relay for data of each local control panel 

 
 

4.3 監視操作システム 

Table 4.2には、監視操作システムやサーバーを構成する制御機器の機能やソフトウェアのリス

トを、Fig. 4.3には、それらの構成やプロセスデータの流れを示している。DBサーバーはNET/H
にもGCS-LANにも接続されており、統括監視操作PCからDBサーバーを経由してPLCリンクシス

局
リンクレジスタ
（LW）エリア

使用点数
/ エリア数
（アナログ）

リンクリレー
（LB）エリア

使用点数
/ エリア数
（デジタル）

備考

 管理局､主(従)局

6501 統括制御盤(増
設)

6501_EPICS中継用DB,
6501_PPS, 6502_分電
盤,  6568_UHAM検出
系, 6900_建屋空調,
6900_65/130tｸﾚｰﾝ

6501 リモートIO１
6502_分電盤, 6504_線
量ﾓﾆﾀ2台, 6568_酸素
濃度計制御盤

6501 リモートIO2 6900_12tｲﾝｾﾙｸﾚｰﾝ

6501 リモートIO3

6504_線量ﾓﾆﾀ, 6521_
ﾀｰｹﾞｯﾄ台車, 6524_ﾊﾞﾌﾞ
ﾘﾝｸﾞｶﾞｽ供給設備,
6568_ﾎｯﾄｾﾙｶﾞｽ循環
設備, 6569_ｺｰﾙﾄﾞﾁｬ
ｺｰﾙ設備, 6574_全体
監視ｼｽﾃﾑ, 6575_反射
体遠隔操作機器,
6576_放射化機器保管
設備, 6900_20tｲﾝｾﾙｸ
ﾚｰﾝ

6501 リモートIO4

6502_分電盤, 6210_ﾐｭ
ｵﾝ1次保管庫, 6567_
ﾍﾞｯｾﾙｶﾞｽ循環制御,
6541_ｼｬｯﾀｰ真空,
6577_ﾍﾞｯｾﾙ窓真空

割付無し ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾃﾞｰﾀをLWに割付
割付無し ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾃﾞｰﾀをLWに割付
割付無し ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾃﾞｰﾀをLWに割付
割付無し ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾃﾞｰﾀをLWに割付
割付無し ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾃﾞｰﾀをLWに割付

欠番

6501 実験装置リモート
IO盤1

6501_実験装置警報,
6502_分電盤

6501 実験装置リモート
IO盤2

6501_実験装置警報,
6502_分電盤

局3の追加局
局6の追加局
追加管理局
局24の追加局,ﾐｭｵﾝHﾗｲﾝ用
局27の追加局,ﾐｭｵﾝHﾗｲﾝ用
局29の追加局,ﾐｭｵﾝHﾗｲﾝ用

6330L01 ミュオン2次BL真空１
6340LP01 ブロッカ駆動盤１

6576LP04 交換台車

6559 再結合器
6501 統括制御盤(増設)
6501 リモートIO3
6501 統括制御盤-II
6310LP01 ミュオン2次BL電磁石１

6320 超伝導電磁石冷凍機
6330L01 ミュオン2次BL真空１
6330L02 ミュオン2次BL真空2
6340LP01 ブロッカ駆動盤１
6340LP01 ブロッカ駆動盤２

6521ミュオン標的
6260 ミュオン空冷装置
欠番
6310LP01 ミュオン2次BL電磁石１
6310LP01 ミュオン2次BL電磁石2

設備番号／設備(盤)名称

6501 統括制御盤-I

6523 水銀循環系
6530 極低温水素系
6550CC01 一次冷却水系
6550CC02 T0冷却水系
6556CC01　二次冷却水系
6560 Heガス排気系
6561 水・ガス分析系
6562 生体遮蔽体空冷系
6550LP01 ベッセル内機器監視系
6565 気体廃棄物処理系
6576LP02 乾燥装置
6541LP01 シャッターローカル制御系１
6541LP02 シャッターローカル制御系2
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テムに接続された各設備機器を監視操作することで、施設全体の一括集中制御を実現している。

ICSの監視操作システムは、EPICS-OPIとして設備機器の監視操作、警報・トレンド表示などを

実行するとともに、EPICS-IOC としてPLCとの通信やプロセスデータの入出力管理を行う。著

者らはEPICSを基盤ソフトウェアとして導入する際に、メンテナンス機能の柔軟性に優れている、

J-PARCの加速器制御で使用されているため開発ソフトウェアの蓄積やサポート体制が充実して

いるなどの利点を考慮した11)。以下に、監視操作システムについて機能別に列挙する。 

 

4.3.1 ICS-DBサーバー 

・ICS-DBサーバー（Windows OS）には、PLCとWindows OSの標準的なI/FであるOPC形式間

のデータ変換を行うOPCサーバー、OPCとEPICSレコード形式間のデータ変換を行うEPICS-
IOC（opcIocShell）というソフトウェアがインストールされている。 

・EPICS-IOCは、EPICSで使用されるCA（Channel Access）というネットワークプロトコルを

使って、プロセスデータの送受信を実行する。 

・NET/H-1のPLC共有リンクエリアに登録された約7000のプロセスデータをOPCデータベース

に取り込んでからEPICS-IOCでEPICSレコード形式に変換するという2段階の過程を経て、 
0.1 s以下のサンプリング周期でデータ更新を行う。 

・各EPICSレコードはDB定義ファイルで管理されている。Fig. 4.4の各定義ファイルのヘッダー

部分には、record（レコード型式、レコード名）が記載されている。レコード型式として、アナ

ログ入出力（ai/ao）、デジタル入出力（bi/bo）、演算（calc）を定義しており、Fig. 4.4には、4
つの型式（ai, calc, bi, bo）のDB定義ファイル例を示している。ここで演算（calc）は、整数型

式のアナログデータ（LW：16bit）を実数や指数など工学値に変換する役割を担う。 

・Fig. 4.4のレコード名は“MLF_00_（設備番号／設備名）_（データ入出力）_（機器番号）”と

いう命名則に原則基づく。（データ入出力）は、アナログ入出力（AI/AO）とデジタル入出力

（DI/DO）に分けている。なおEPICS-OPIで扱うアナログデータは工学変換値を使用している。 

・DBサーバーは2台が独立に稼働し、互いにバックアップ機としての役割を果たす。 

 

4.3.2 ICS監視操作PC 

・監視操作PC（Linux OS）には、CA プロトコルに対応した制御画面ソフトウェアであるCSS
（Control System Studio）がインストールされている。CSSは130以上あるICSのOPI画面を切

り替えながら運転制御が可能であること、適時・適切な範囲で制御機器やプログラムの修正・

更新か可能であること、EPICSとの相性が良いなどの利点を持つ。 

・監視操作PC上のOPI画面から、DBサーバーを経由して各設備機器を監視操作する。同じ仕様の

監視操作PC5台が独立に稼働している。PCを複数台同時に使うことで設備間に跨る監視操作を

可能にするとともに、互いにバックアップ機としての役割も果たす。 

・Fig. 4.5に監視操作PC画面構成を示す2)。メニュー画面として、「統括監視操作」画面一覧、「設

備単体監視操作」画面一覧、「制御盤」一覧があり、各々のメニュー画面から、設備統括・設備

単体の監視・操作画面、及び「設備警報」画面を選択し移行する。「設備警報」画面は、設備・

種別（PPS、MPS、TPS、警報（A）、注意報（W））単位で警報を集中警報監視装置（アナンシ
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エータ）表示を模擬した画面で、運転員が発報内容の詳細を確認するために用いる。PPS、MPS、
TPSは陽子ビーム停止に直接関わるILの詳細情報を表す（第5章参照）。A、Wはビーム運転の有

無に関わらず運転員に注意を促すソフト上の警報を示す。各設備は4桁の設備番号と設備名で、

現場制御盤は盤番号と盤名称で管理されている。 

・Fig. 4.6（A）にメニュー画面例として「制御盤2」画面を、Fig. 4.6（B）及び（C）に統括監視

操作画面例として「J-PARC/MLF全体監視」及び「トレンド（運転履歴）」画面を、Fig. 4.6（D）

に設備単体監視操作画面例として「ミュオン回転標的（駆動系）」画面を示す。 

・各OPI画面上段には、MLF運転状態（機器保守／プロセス保守／受入確認／ビーム受入可）、警

報状態（PPS／MPS／TPS／A／W）、ブザー停止スイッチを、各画面下段には画面移行スイッ

チなどの共通情報を表示している（Fig. 4.2参照）。ICSは、ターゲットやモデレータなどの機器

交換・修理などを行う「機器保守」、中性子源機器が運転できる状態にあり水銀や冷却水など各

循環系統の立上・調整を行う「プロセス保守」、各設備のビーム受入準備を確認する「受入確認」、

及び施設全体がビーム受入可能となる「ビーム受入可」という4つの運転状態に従って施設を運

用している。 

 

4.3.3  EPICS中継用DBサーバー 

・EPICS中継用DBサーバーは、CCBを中心とした加速器や放射線安全管理設備など、GCS外部

の制御システムと制御系LANを経由して情報共有を行うためのサーバーである。DBサーバー

（Linux OS）は制御系LANとGCS-LANの両方に接続されており（Fig. 4.1参照）、EPICS-IOC
用のソフトウェアをインストールしている。PLCリンクシステムとのデータ送受信は増設リモ

ートI/O用PLC（局3）を経由して実行する。 

・ICSからは、水銀や極低温水素などの重要な設備運転に関する情報をリアルタイムで制御系

LANに配信している。一方で、ビーム電流、陽子ビームライン真空度など、3NBTを中心とし

た加速器運転に伴うデータを制御系LAN経由で収集して、ICSに送信している。 

・3GeV-RCSからMLFまでを繋ぐ長さおよそ300mのビーム輸送ライン（3NBT）には、CT、ビー

ムプロファイル、ビーム位置、ハロー、ロスの各モニタが配置され、ビーム運転時は中継用DB
サーバー画面に3NBTの各種ビーム情報が表示されている。 
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26 

 

Table. 4.2 List of application softwares installed in PCs of ICS 
 

制御機器 項目 ソフトウェア 備考 

ICS-DB サー

バー 

OS Windows Server  
MELSECNET/H 
Driver 

Melsec Board 
Driver M-PLC と通信するためのデバイスドライバー 

OPC Server 
DXPSV 
MELSEC OPC
Server 

OPC （OLE for Process Control）は Microsoft が提

供する標準 I/F インターフェース仕様であり、プロセ

ス制御機器間でのリアルタイムデータ通信を行うため

の標準規格である。 

EPICS-IOC opcIocShell 

・EPICS は分散制御システムを開発するためのソフ

トウェア開発環境と汎用アプリケーションセット。 
・EPICS-IOC は、CA プロトコルを利用して、

EPICS-OPI と制御装置間のデータ送受信を行う。 
ICS 監視操

作 PC 
OS Scientific Linux  
EPICS-OPI CSS EPICS の CA に対応した監視操作 I/F ツール。 

EPICS 中継

用 DB サー

バー 

OS Scientific Linux  
EPICS-IOC   

EPICS-OPI CSS  

DS サーバー 

OS Scientific Linux  

RDB PostgreSQL 汎用的な RDB（Relational Data Base）ソフトウェ

ア。 

CSS Extensions 

Archive Engine IOC のプロセスデータを RDB に保存する。 

Alarm Server IOC の警報・注意報の発生履歴を管理するととも

に、RDB への保存を行う。 

JMS2RDB ActiveMQ から受信したメッセージを RDB へ保存す

るツール。 

JＭＳ ActiveMQ JMS（Java Message Service）を実装したミドルウ

ェア。 

Web-OPI サ
ーバー 

OS Scientific Linux  

CSS Extensions Web-OPI CSS でサポートするリアルタイム We 画面作成ツー

ル 

Web コンテナ Tomcat Java Servlet や JSP を実行するためのサーブレット

コンテナ 

WD サーバ

ー 

OS Windows Server  
EPICS-OPI CSS   

Web Server  Apache Java Servlet や JSP を実行するためのサーブレット

コンテナ 
監視カメラ

サーバー 
OS Windows Server  
カメラサーバー ArobaView 最大 64 台の Web カメラの操作・画像記録が可能。 
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Fig. 4.3 Structure and data flow of monitor and operation system in ICS 

 
 

 
Fig. 4.4 Example of DB files for administering EPICS records 

 

Active MQ

RDB （PostgreSQL）

ICS監視
操作PC

OPC Server

Alarm Server

PLCリンクシステム (NET/H-2)

Archive
Engine 

CSS

JMS2RDB

Web-OPI

OPI file 

Apache

CSS

OPI file OPI file 

WD
サーバー

Web OPI
サーバー

DSサーバー

ICS-DBサーバー

Tomcat

EPICS IOC (opcIocShell)

record (calc, "MLF_00_6210_AI_0001")
{

field (DESC, "6211 TE001 標的 温度１")
field (SCAN, "Passive")
field (FLNK, "MLF_00_6210_CA_0001")
field (HOPR, "1200")
field (LOPR, "0")
field (PREC, "1")
field (INPA, "MLF_00_6210_AI_0001_IN")
field (INPB, "10")
field (CALC, "A/B")

}

record (ai, "MLF_00_6210_AI_0001_IN")
{

field (DESC, "標的 温度１")
field (DTYP, "opc")
field (INP, "@Device00.MLF_00_6210_AI_0001_IN")
field (SCAN, "I/O Intr")
field (FLNK, "MLF_00_6210_AI_0001")
field (HOPR, "12000")
field (LOPR, "0")
field (LOLO, "0")
field (LOW, "0")
field (HIGH, "12000")
field (HIHI, "12000")

#   TSE=0  => EPICSTIME=SYSTEMTIME
#   TSE=-2 => EPICSTIME=OPC-SERVER-TIME

field(TSE, "0")
#   PINI=0 UDF INVALID until OPC server updates value
#   PINI=1 value will be read and UDF gets VALID

field(PINI,"1")
}

record (bi, "MLF_00_6210_DI_0003")
{

field (DESC, "(共通) ﾘﾓｰﾄ選択 「ﾘﾓｰﾄ」選択中")
field (DTYP, "opc")
field (INP, "@Device00.MLF_00_6210_DI_0003")
field (SCAN, "I/O Intr")
field (ZSV, "NO_ALARM")
field (OSV, "NO_ALARM")

#   TSE=0  => EPICSTIME=SYSTEMTIME
#   TSE=-2 => EPICSTIME=OPC-SERVER-TIME

field(TSE, "0")
#   PINI=0 UDF INVALID until OPC server updates value
#   PINI=1 value will be read and UDF gets VALID

field(PINI,"1")
}

record (bo, "MLF_00_6210_DO_0205")
{

field (DESC, "(回転)回転停止(STOP)指令")
field (DTYP, "opc")
field (OUT, "@Device00.MLF_00_6210_DO_0205")
field (SCAN, "Passive")
field (ZSV, "NO_ALARM")
field (OSV, "NO_ALARM")

#   TSE=0  => EPICSTIME=SYSTEMTIME
#   TSE=-2 => EPICSTIME=OPC-SERVER-TIME

field(TSE, "0")
#   PINI=0 UDF INVALID until OPC server updates value
#   PINI=1 value will be read and UDF gets VALID

field(PINI,"0")
}
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Fig. 4.5 Relation between OPI windows on ICS monitor and operation PCs 

 

 
Fig. 4.6 OPI windows for (A) selectimg operation menu, (B) monitoring whole J-PARC/MLF, 

(C) displaying operational trend, and (D) operating muon target system 

設備単体監視操作画面
（32プロセス系統）
・設備単位の操作スイッチ
・設備単位の警報画面へのリンク

設備警報(TPS/MPS/A/W)
・設備単位の警報をパネル表示
・警報確認スイッチ
・発報時は点滅、警報確認後は点灯
・設備単位の別種警報画面へのリンク

統括監視操作画面
（11プロセス系統、4警報一覧）
・J-PARC／MLF施設全体監視
・中性子源全体監視
・ Heベッセル機器監視
・中性子ビームライン状態監視
・第１実験ホールミュオンビームライン監視
・第２実験ホールミュオンビームライン監視
・機器保守全体監視系１
・機器保守全体監視系２
・外部信号監視
・ MLF運転状態監視
・ Heベッセル真空加圧監視
・警報一覧（PPS/MPS/TPS/A）
・トレンド（運転履歴）

メニュー画面

統括監視リスト
施設全体に関わるプロセス系統監視

設備単体リスト
各設備のプロセス監視・操作画面

制御盤１
制御盤２
制御盤３
制御盤単位の操作／警報監視
リモート／ローカル切替（制御盤１，２のみ）
受入準備完了（制御盤１，２のみ）
設備プロセス画面へのリンク
警報発報種別表示・警報画面へのリンク

画面共通
運転状態表示（上段）
機器／プロセス／受入確認／ビーム受入可

警報発生状態表示（上段）
PPS／TPS／MPS／A／W

ブザー停止スイッチ（上段）
警報確認スイッチ（上段）
画面移行スイッチ（下段）

(A) (B)

(C) (D)
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4.4 共有サーバー 

ICSの共有サーバーは、DSサーバー、Web-OPI / WDサーバー、情報ディスプレイ（IDP）、全

体監視カメラシステム、一般用Webサーバーなどで構成され（Fig. 4.1参照）、プロセスデータや

カメラ画像など様々なデータ形式の情報の収集、編集、保存、配信などを行う2)。以下に、共有サ

ーバーについて機能別に列挙する。 

 

4.4.1 DSサーバー 

・DSサーバー（Linux OS）には汎用RDB（Relational Database）として、J-PARC加速器で使

用実績のあるPostgreSQLをインストールしている（Fig. 4.3、Table 4.2参照）。 

・DSサーバーは、EPICSレコードに書き込まれたプロセスデータのアナログ・デジタル値を、CSS
のArchive Engineを利用してRDBに保存する。保存データの管理は、xml形式で書かれた

Archive Configurator 定義ファイルを変更することで行う。 

・Table 4.3に定義ファイルに記載されたデータ数を設備毎に示す。約850点のアナログ入力デー

タは5 s周期で保存される。一方、約6300点のデジタル入出力データは0.1 sサンプリング周期で

値に変化がある場合のみ保存される。警報設定値など約100点のアナログデータも、値に変化が

ある場合に保存される。原則としてアナログデータは工学変換値を保存している。 

・保存データは、必要に応じてCSSのデータブラウザ上にリアルタイムデータと併せてトレンド

画面上に表示される（Fig. 4.6（C）参照）。 

・DSサーバー内では、警報発生履歴を管理するとともにRDBへの保存を行うAlarm Severと、そ

れをサポートするソフトウェア（JMS2RDB、ActiveMQ）も稼働している。 

・DSサーバーのハードディスク（HDD、12TB）はRAID-1で冗長化されている。バックアップ機

として従系DSサーバー（8TB、RAID-0）も稼働している。データは定期的にオフラインのHDD
に保存している。 

 

4.4.2 WDサーバー 

・施設内運転員やCCBとの情報共有を目的として、監視操作PC上のOPI画面の一部を制御系LAN
上にWeb画面として配信している（Fig. 4.3、Table 4.2参照）。 

・Web-OPIサーバーはCSS及びDSサーバーと連携して、CSSのWeb-OPI機能を利用して作成し

たOPI画面をリアルタイムでWeb配信している11)。 

・Web-OPIは接続するクライアント数が増えるとシステムに負荷がかかるので、CSSで作成した

OPI画面をコピーして数10 s周期で更新するWeb 配信（WD）サーバーも併設している。WDサ

ーバーは更新周期の速い（15 s）統括監視画面用と更新周期の遅い（90 s）の設備監視操作画面

用を1台ずつ稼働させている。 
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4.4.3 情報ディスプレイ 

・加速器や施設の運転情報を集約した一般用Web画面を作成して、制御・館内系LANに接続され

た情報ディスプレイ（IDP）、JLAN及びインターネット上に接続されたPCを介して、装置ユ

ーザーなどへ運転情報を配信している。 

・IDPは、制御室のIDPサーバー（Linux OS）とMLF内のユーザーエリアに配置した9台のIDPク
ライアントで構成される（Fig. 4.7（A）参照）。制御・館内系LANに接続されたIDPクライア

ントは、CSSをインストールしたIDPサーバー上に作成された各種画面（J-PARC及びMLFの
運転画面、ビーム強度や水素モデレータ温度のトレンドグラフなど）を切り換えながら表示し

ている。 

・JLANのHP（URL；http://www-cont.j-parc.jp/MLF/index.html）では、画面やグラフ表示以外

に、ビーム強度、モデレータ温度、シャッター開閉状態なども数値で取り出すことができる。

制御系LANからJLANへの情報送信は、MLFのプロキシサーバー、J-PARC制御系LANのファ

イヤーウォールを経由して実行される。 

・制御・館内系LANにはLED積層信号灯（9台）が接続されており、ビーム受入不可（緑点灯）、

ビーム受入可（黄点灯）、ビーム照射中（赤点灯）というMLFの運転状態を点灯表示すること

で、ユーザーが施設運転状態を一目でわかる様にしている（Fig. 4.7（B）参照）。 

 

4.4.4 全体監視カメラシステム 

・本システム専用の館内系LANに接続されたWebカメラ、IPエンコーダ、カメラサーバーなどで

構成される。クライアントPCからカメラサーバーを用いて、建家内及び周辺に設置された監視

カメラを監視操作し、その画像データを表示・保存する2)。サーバーには4TBのHDDを追加し

て画像保存に使用している。 

・館内系LANを設定することで他の制御系LANと物理的に分離し、大容量の画像データ（MPEG
形式）を伝送しても他の制御システムに影響が出ないようにしている。 

・最大64台のカメラを統括管理できるカメラサーバーソフトウェア（ArobaView）をインストー

ルしたカメラサーバー2台を運用している。館内系LANに接続されたクライアントPCは、カメ

ラサーバーのURLにアクセスして専用ソフトウェアをダウンロードすることで、Web画面上に

複数のカメラ画像を、用途に合わせて選択・表示することができる。Fig. 4.8には、1F設備エリ

アの選択・表示例を示す。 

・MLF制御室（3F）には、カメラ監視のためのクライアントPCを4台設置し、画像共有のため制

御室壁掛の大型ディスプレイ上にも表示している。監視室（2F）にも同様にクライアントPCと

大型ディスプレイを設置している。その他、クライアントとして専用ノートPCを使用すること

でMLFの各部屋でカメラ画像を暫定的に監視できる。 

・屋内外の一般区域や人が常時立入可の放射線管理区域には、約60台のAXIS社製の屋内用Webカ
メラ（AXIS- 214PTZ）や屋外用Webカメラ（AXIS-P5512E, P5522E, P5514E）を設置してい

る（Table 4.4参照）。 

・汚染検査室など管理区域の出入口エリアについては、作業者やユーザーの安全確認のために

Webカメラで記録した画像を再生して入域の様子を定期的に確認している。また、ビーム運転

や放射化機器により高線量となる設備エリアのPPS-IL区域への入退域はWebカメラと電話で
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常時管理している。 

・設備エリアのPPS-IL区域内には耐放射線性カメラなど約30台のアナログカメラを設置してい

る。これらの画像は同軸ケーブルで区域外に取り出し、IPエンコーダ（AXIS-241Q、M7014）
でデジタル変換してカメラサーバーに取り込んでいる。IPエンコーダ1台につき最大4台まで、

デジタル変換が可能である（Table 4.5参照）。 

Table 4.3 List of process data stored into Data Storage server  

 

5秒周期
ﾃﾞｰﾀ取込

ｱﾅﾛｸﾞ
入力(AI)

ｱﾅﾛｸﾞ
入力(AI)

ｱﾅﾛｸﾞ
出力(AO)

ﾃﾞｼﾞﾀﾙ
入力(DI)

ﾃﾞｼﾞﾀﾙ
出力(DO)

6210 ミュオン標的
ﾐｭｵﾝ標的とﾐｭｵﾝ1次保管庫の情報
標的・ｽｸﾚｰﾊﾟｰ・標的ﾁｬﾝﾊﾞｰの温度､冷却水温度､,回転数､標的
位置､回転ﾄﾙｸ､保管庫真空・ﾄﾙｸ､標的真空､ﾓｰﾀｰ電流値など

6260 ミュオン空冷装置 熱交換器・ﾄﾝﾈﾙ室内の温度､ﾄﾝﾈﾙｰ大型機器取扱室ｰ差圧など

6310 ミュオン2次BL電磁石
6541LP01とLP02の情報
電磁石の電流・電圧､収束・湾曲ソレノイドの温度など

6320 超伝導電磁石冷凍機 温度､圧力､冷凍機回転数､液位など

6330 ミュオン2次BL真空系
6330LP01とLP02の情報
真空度など

6340 ミュオンブロッカ設備 6340LP01とLP02の情報

6502 分電盤 分電盤異常に関する警報

6504 線量モニタ PPSｴﾘｱ内の線量(3箇所)

6514 ベッセル内機器監視系 中性子源ｽﾃｰｼｮﾝ内の各所温度､真空ﾎﾟﾝﾌﾟ圧力など

6521 水銀ターゲット台車
台車走行位置､水銀ﾄﾞﾚﾝﾀﾝｸ・漏洩補修ﾀﾝｸの温度・液位・圧力､
水銀容器先端温度､走行ﾄﾙｸなど

6523 水銀循環系
ﾀｰｹﾞｯﾄ容器入口の温度､水銀ﾎﾟﾝﾌﾟ・ｻｰｼﾞﾀﾝｸの温度・圧力､水銀
系の流量・液位､圧力設定値など

6524 バブリングガス供給系 ﾊﾞｯﾌｧﾀﾝｸの圧力・温度､Heｶﾞｽ流量､差圧など

6530  極低温水素系

水素循環系の温度・圧力・流量・弁開度(水素ﾎﾟﾝﾌﾟ､OP変換､
H2/He熱交換､ﾓﾃﾞﾚｰﾀ供給・出戻り､電気ﾋｰﾀ､ｱｷｭﾑﾚｰﾀ)､水素ﾎﾟ
ﾝﾌﾟの回転数・電流・振動､ｾｰﾌﾃｨｰﾎﾞｯｸｽの真空度・圧力・露点､
He冷凍機の温度・流量・圧力・弁開度､Heｽﾄﾚｰｼﾞ・水素ﾊﾞｯﾌｧﾀﾝ
ｸ・ｶｰﾄﾞﾙ・ﾌﾞﾗﾝｹｯﾄの圧力､水素漏洩量など

6541 中性子シャッター設備 6541LP01とLP02, 及びｼｬｯﾀｰ真空の情報

6550 一次・T0冷却水系

6550CC01と02の情報
一次冷却水系統及びｻｰｼﾞ・ﾄﾞﾚﾝﾀﾝｸの温度・圧力・流量・液位(ﾀｰ
ｹﾞｯﾄ容器・台車､反射体､陽子ﾋﾞｰﾑ窓､ﾓﾃﾞﾚｰﾀ､水冷遮蔽体)､純粋
浄化系導電率・差圧､ﾎﾟﾝﾌﾟﾍﾞｱﾘﾝｸﾓﾆﾀｽﾗｽﾄ/ﾗｼﾞｱﾙ､ｶﾞｽ供給圧
力・漏洩流量､T0／実験装置系冷却水及びｻｰｼﾞﾀﾝｸの温度・圧
力・流量・液位など

6556 二次冷却水系
熱交換器の温度・流量､循環ﾎﾟﾝﾌﾟ温度､浄水供給・純化装置の温
度・流量､膨張ﾀﾝｸ液位、工水用水供給圧など

6559 再結合器
循環器・加熱器・再結合器・冷却器の出口温度､循環器の出口流
量・圧力､酸素濃度など

6560 Heガス排気系 ﾁﾗｰﾕﾆｯﾄの流量・温度､水凝縮器温度､真空ﾎﾟﾝﾌﾟ圧力など

6561 水・ガス分析系 ﾍﾘｳﾑﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの供給圧力・漏洩流量など

6562 生体遮蔽体空冷系 生体遮蔽体空気循環計系の温度・湿度・圧力など

6565 気体廃棄物処理系
水銀吸着ﾍﾞｯﾄのｶﾞｽ流量・圧力､排ｶﾞｽﾎﾙﾀﾞｰ圧力､ｶﾞｽ循環ﾌﾞﾛｱ出
口流量・温度､触媒酸化筒圧力・温度､ﾓﾚｷｭﾗｰｼｰﾌﾞﾍﾞｯﾄﾞ温度・圧
力・露点､排気用真空ﾎﾟﾝﾌﾟ圧力・流量､ｶﾞｽﾎﾞﾝﾍﾞ流量など

6567 ベッセルガス循環系 循環流量､湿度､ﾍﾞｯｾﾙ圧力､ﾀﾝｸ温度など

UHAM検出系, ﾎｯﾄｾﾙｶﾞｽ循環設備, 酸素濃度計の情報
循環圧力・流量､酸素濃度など

6569 コールドチャコール設備 CCTﾋｰﾀ温度､ﾋｰﾀ容器温度､液体窒素レベル､運転経過時間など

6574 全体監視システム ﾊﾟﾜﾏﾆ走行・横行・昇降距離､ｸﾚｰﾝ走行・横行・昇降距離など

6575 反射体遠隔操作機器 減速材交換装置の昇降・横行・走行・旋回の位置・荷重など

6576 放射化機器保管設備 放射化機器保管設備盤､乾燥装置､交換台車の位置や運転情報

6577 ベッセル窓真空

6900 建家・空調 管理区域の排気風量など

放射線安全管理システム PPSｴﾘｱを除く施設内・周辺の線量(中性子・ｶﾞﾝﾏ線)

MLF-PPSに関連する各種情報

6501 EPICS中継用DB
制御LANを経由した加速器・3NBT運転情報
ﾋﾞｰﾑ出力､ﾋﾞｰﾑ電流(ﾐｭｵﾝ標的､中性子ﾀｰｹﾞｯﾄ)､ﾊﾟﾙｽ数､1次ﾋﾞｰﾑ
ﾗｲﾝ真空度など

 6501 実験装置警報

6501 統括制御PLC
操作ｽｲｯﾁ､運転状態､設備を跨ぐ操作やｲﾝﾀｰﾛｯｸなど、その他情
報を全て集約｡

計

設備番号・名称

値に変化がある場合のみ保存
（0.1秒ｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞ周期） 備考

主なｱﾅﾛｸﾞ入力ﾃﾞｰﾀの内訳など
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Table 4.4 List of places mounting Web cameras 

番号 カメラ機種 設置場所 番号 カメラ機種 設置場所 

1 AXIS-214PTZ 水・ガス分析設備室（B1F） 36 AXIS-214PTZ 通路（2F） 
2 AXIS-214PTZ 第 2 マニピュレータ操作室（B1F） 37 AXIS-214PTZ 大型機器取扱室（3F） 
3 AXIS-214PTZ 通路（B1F） 38 AXIS-214PTZ 大型機器取扱室（3F） 
4 AXIS-214PTZ 通路（B1F） 39 AXIS-214PTZ 大型機器取扱室（3F） 
5 AXIS-214PTZ 第 1 マニピュレータ操作室（1F） 40 AXIS-214PTZ 大型機器取扱室（3F） 
6 AXIS-214PTZ 第 1 マニピュレータ操作室（1F） 41 AXIS-214PTZ 大型機器取扱室（3F） 
7 AXIS-214PTZ 第 1 マニピュレータ操作室（1F） 42 AXIS-214PTZ 大型機器取扱室（3F） 
8 AXIS-214PTZ 第 1 マニピュレータ操作室（1F） 43 AXIS-214PTZ 大型機器取扱室（3F） 
9 AXIS-214PTZ 第 1 マニピュレータ操作室（1F） 44 AXIS-214PTZ 大型機器取扱室（3F） 
10 AXIS-214PTZ アイソレーション室（1F） 45 AXIS-214PTZ 機器調整室（3F） 
11 AXIS-P5512E PTZ T0 チョッパー冷却系設備室（1F） 46 AXIS-P5522E PTZ 2 次冷却系ポンプ室（付属建家） 
12 AXIS-214PTZ 第 3 機器搬出エリア（1F） 47 AXIS-P5512E PTZ  2 次冷却系電源室（付属建家） 
13 AXIS-214PTZ 通路（1F） 48 AXIS-P5512E PTZ ガードル置場（付属建家） 
14 AXIS-214PTZ 第 1 実験ホール 49 AXIS-P5512E PTZ 第 1 ヘリウム圧縮機室（付属建家） 
15 AXIS-214PTZ 玄関ホール（1F） 50 AXIS-P5512E PTZ 第 1 ヘリウム圧縮機室（付属建家） 
16 AXIS-214PTZ 第 2 実験ホール 51 AXIS-P5512E PTZ 第 2 ヘリウム圧縮機室（付属建家） 
17 AXIS-P5512E PTZ 第 1 実験ホール 52 AXIS-P5512E PTZ MLF 棟外壁（屋外） 
18 AXIS-214PTZ 第 1 実験ホール 53 AXIS-P5512E PTZ MLF 棟外壁（屋外） 
19 AXIS-214PTZ 第 1 実験ホール 54 AXIS-P5522E PTZ MLF 棟外壁（屋外） 
20 AXIS-214PTZ 第 1 実験ホール 55 AXIS-P5522E PTZ MLF 棟外壁（屋外） 
21 AXIS-P5512E PTZ 第 1 実験ホール 56 AXIS-P5522E PTZ MLF 棟外壁（屋外） 
22 AXIS-P5512E PTZ 第 2 実験ホール 57 AXIS-P5522E PTZ MLF 棟外壁（屋外） 
23 AXIS-214PTZ 第 2 実験ホール 58 AXIS-P5522E PTZ MLF 棟外壁（屋外） 
24 AXIS-214PTZ 第 2 実験ホール 59 AXIS-P5522E PTZ MLF 棟外壁（屋外） 
25 AXIS-214PTZ 第 2 実験ホール 60 AXIS-P5522E PTZ MLF 棟外壁（屋外） 
26 AXIS-P5512E PTZ 第 2 実験ホール 61 AXIS-214PTZ 第 3 実験ホール 
28 AXIS-P5512E PTZ 遮蔽体冷却系設備室（2F） 62 AXIS-214PTZ 第 3 実験ホール 
29 AXIS-P5512E PTZ 遮蔽体冷却系設備室（2F） 63 AXIS-215 PTZ 低温水素設備室（2F） 
30 AXIS-214PTZ 汚染検査室（2F） 64 AXIS-M1103 BL09 建家（搬入口） 
31 AXIS-214PTZ 汚染検査室（2F） 65 AXIS-P5514E PTZ MLF 制御室ベランダ（3F） 
32 AXIS-214PTZ 汚染検査室（2F） 66 AXIS-214PTZ 汚染検査室（2F） 
33 AXIS-214PTZ 通路（2F） 67 AXIS-214PTZ BL09 汚染検査室（2F） 
34 AXIS-214PTZ 通路（2F） 68 AXIS-P5514E PTZ BL22 汚染検査室（2F） 
35 AXIS-214PTZ 通路（2F）    
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Table4.5 List of places mounting radiation tolerant cameras 

耐放性カメラ設置場所 耐放性カメラ番号・名称 IP エンコーダ名称 
（機番／機種） 

放射化機器保管室（B1F） 

耐放性カメラ No.1 
IP エンコーダ No2 
（C1/AXIS-241Q） 

耐放性カメラ No.2 
耐放性カメラ No.3 
耐放性カメラ No.4 

1 次冷却系設備室（B1F） 
耐放性カメラ No.5 

IP エンコーダ No1 
（C1/AXIS-M7014） 耐放性カメラ No.6 

耐放性カメラ No.7 

乾燥装置室（B1F） 耐放性カメラ No.8 IP エンコーダ No3 
（C2/AXIS-241Q） 耐放性カメラ No.9 

放射化機器取扱室（1F） 

耐放性カメラ No.10（セル内壁付） 
IP エンコーダ No4 

（A1/AXIS-M7014） 
耐放性カメラ No.11（セル内壁付） 
耐放性カメラ No.12（セル内壁付） 
耐放性カメラ No.13（セル内壁付） 
耐放性カメラ No.14（セル内壁付） 

IP エンコーダ No5 
（B1/AXIS-M7014） 

耐放性カメラ No.15（セル内壁付） 
耐放性カメラ No.16（台車位置監視） 
耐放性カメラ No.17（セル内監視） 
耐放性カメラ No.18（セル内監視） 

IP エンコーダ No6 
（C1/AXIS-M7014） 

耐放性カメラ No.19（セル内監視） 
耐放性カメラ No.20（セル内監視） 
耐放性カメラ No.21（セル内監視） 
耐放性カメラ No.22（セル内壁付） 

IP エンコーダ No7 
（D1/AXIS-M7014） 耐放性カメラ No.23（セル内壁付） 

耐放性カメラ No.24（セル内壁付） 
日立 ITV 制御盤入力予備 2 

IP エンコーダ No8 
（E1/AXIS-M7014） 

日立 ITV 制御盤入力予備 3 
日立 ITV 制御盤入力予備 4 
日立 ITV 制御盤入力予備 5 

インセルクレーン台車カメラ 1 
IP エンコーダ No9 

（F1/AXIS-M7014） 
インセルクレーン台車カメラ 2 
PM（パワマニ）台車カメラ 1 

PM（パワマニ）付カメラ 肩部 
PM（パワマニ）付カメラ 手首部 

IP エンコーダ No10 
（G1/AXIS-M7014） 

移送キャスク監視

気体廃棄物処理設備室（1F） 耐放性カメラ No.25 
耐放性カメラ No.26 

中性子シャッター駆動装置エリア

（2F） 耐放性カメラ No.27 IP エンコーダ No11 
（C1/AXIS-241Q） 
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Fig. 4.7 Photos of (A) information display client and (B) operation status indicator 

 

 
Fig. 4.8 Example window on client PC display of monitoring camera system 

 

 

(A) (B)
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4.5 今後の課題 

ICSは、機器や装置の増強・増設が毎年のように実施される状況下で、システム性能を継続的に

維持する視点から、EPICSを基盤ソフトウェアとした監視操作システムやサーバーのアップグレ

ード、PLCリンクシステムの改造などを実施してきた。今後の課題を以下に列挙する。 

・2018年度には生産・サポート終了に伴うPLCやタッチパネルなど既存ICS機器の後継機種への

更新を実施する。並行してリレー、ファン、24V-DC電源などの部材交換も行う。 

・2019年度以降に新設が予定されているミュオン2次BL（S2‐S4、H1‐H4）の上位接続に適時

対応する。同様に中性子2次BL（BL07、BL13）の新設があれば、上位接続に適時対応する。 

・DSサーバー（従系）は次期ICSのDBサーバー試作機11)を利用して構築したため、主系とデータ

構造に違いがある。主系の完全なバックアップ機としての従系を再構築する。 

・監視カメラシステムのサーバーソフトウェアの更新が、OSやカメラのサポート期限の影響で5
年足らずで行われている。OSや監視カメラを慎重に選定し、更新時期を延ばす検討をする。 

・監視カメラシステムでイベント録画の感度を調整し、録画か効率よくできるようにする。 

・旧DSサーバー（iHistorian）のデータ（約5年分）を汎用データ型式に変換し、現在のDSサー

バー（Postgres SQL）のデータと同等に扱えるようにする。 

・積分ビーム強度（陽子ビーム強度×照射時間）の増大に伴い、放射線損傷や経年変化による機器

の劣化などをより迅速に検知し、線源に関わる大小のトラブルを事前に判定することで、施設

の計画外の運転停止を極力回避することが重要になってくる。そのために、陽子ビーム～線源

～2次ビームに跨る多様で広範囲のデータを共通書式で一元管理する統合DSサーバーを整備す

る。更に、統合DSサーバーをベースにして線源の僅かな状態変化をオンラインで解析して異常

兆候を判定するシステム（ASDシステム）を開発する。 
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５. インターロックシステム 
 

5.1 概要 

GCSのサブシステムであるILSは、ビーム運転時、線源保守・調整時、機器増設や緊急時など、

様々な状況下で、MLFの安全で安定な運転を維持するために重要な役割を果たしている2), 15)。ILS
は、MLF内の主要機器や高線量エリアを独自に管理する、J-PARC全体のILSの一部として稼働す

る、異常時にはMLFへの陽子ビーム入射を適切な手段で停止する、フェールセーフの考え方に基

づいて緊急時でも機器や人員の安全を確保するなど、様々な役割に基づいて機能設計が行われた。

一方でMLFのILSは、ビームを停止する頻度・時間・場所を最小限に留めることや、設備や装置

増設工事によるビーム運転停止期間を短くするなど、安全を確保しながらJ-PARC全体のビーム

利用効率を向上させる目的でも重要な役割を担う。 

ILSは、機器保護システム（MPS）、ターゲット保護システム（TPS）、人的安全保護システム

（PPS）というMLFへの陽子ビーム入射を制限し、施設内の機器や人員の安全を確保するILSで
構成されている。Fig. 5.1は MLFのILSの概要と伝送フローを示している15)。ILSは、MPSとPPS
という2つの部分に大別され、ICSやPPS監視操作PCにより監視操作されている。TPSはターゲッ

トに関連する異常発生時に、PPSのハードウェアを利用してビームを停止する。一方で、ビーム

停止信号の発報詳細を一括で把握するため、CSSをインストールしたIL監視用PCが設置されてい

る（Fig. 4.1、Fig. 5.1参照）。本PCは、複数の設備に跨がるPPS、MPS、TPSなどのIL情報を一

元管理し、IL発報時に詳細情報を表示するが、発報情報が素早くかつ的確に把握できるように、

メニュー画面、MPS／PPS／TPSの各一覧の4画面のみとシンプルな画面構成にしている。Fig. 5.2
にMPS一覧画面例を示す。 

 

 
Fig. 5.1 Sketch and data flow of MLF ILS 
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Fig. 5.2 Window for monitoring MPS status on IL monitor PC 

 

5.2 機器保護システム（MPS） 

MPSはJ-PARC共通のILSであり、想定外のビーム照射等から機器を保護するために機器異常時

に陽子ビーム入射を停止する。現場機器が異常を検知した場合、MPS接点信号が建家内のMPSコ
ントローラに集約され、2重化された光ケーブルを介してIL接点信号としてCCBに送信される

（Fig. 5.1参照）。MPSには迅速な陽子ビーム停止と復帰が要求され、それに基づいたビーム停止

手段が要求される。MLFのMPSではビーム稼働率向上のために「MLF-Inhibit」と「MLF-MPS」
の2段階のビーム停止信号をCCBに送信している。以下に、MLFのMPSの役割や機能の詳細を列

挙する。 

・Fig. 5.3にMPSコントローラとVME筐体部分を示す。MPSコントローラは、MPS筐体に挿入さ

れた電源、IL接点信号を取り込む標準ILモジュール、ビーム停止信号を出力するInhibitモジュ

ール、出力信号を電気から光に変換してCCBに送信するE/O変換モジュールなどの専用機器で

構成される。標準ILモジュールには、現場制御盤からのIL接点信号を取り込むため、2重化され

たワイヤーケーブルが接続されている。 

・MLFでは、陽子ビーム運転の影響を直接受ける機器の異常信号が、ミュオン標的［MUON 
TARGET］、水銀循環系［Hg］、極低温水素循環系［CRYO HYD］、1次冷却水系［PRIM_WATER］、

気泡ガス供給設備［Hg BUBBLE］、ターゲット台車［TARGET TRUCK］、UHAM検出系

［UHAM］という7つの現場制御盤に集約され、標準ILモジュールに取り込まれる（［ ］内は

CCBで検知するIL信号名称）。更にICSの統括制御盤から、MLF運転状態の「ビーム受入可」

と連動するIL信号［MLF Control］、陽子ビームの入射異常（軌道、ピーク電流密度、入射時
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間など）を3NBTビームモニタで検知するIL信号［Beam Veto］も、ILに取り込まれている。

CCBでは、制御系LANに接続されたVMEのCPU、DI、DOモジュールを経由して、どのIL信号

かを識別する。 

・Inhibitモジュールは、標準ILモジュールを介してIL信号を検知すると、MLF-Inhibit信号を出

力し、イオン源からのMLF行きビームパルスの引き出しに遅延をかけて出射を停止することで、

50GeV- MR へのビーム供給は続けながらMLFへのビーム供給のみ停止する16)。本モジュール

は、3NBT-CTトリガ信号を同軸ケーブルで2重化して取り込んでおり、Inhibit発報中にMLFへ
のビーム入射が検知されると、MLF-MPSを出力し、リニアックのビームストッパー挿入で加

速器運転を停止する（Fig. 5.4（A）参照）。 

・極低温水素モデレータの安定維持のため、ビームの連続運転停止直後に起動する水素設備のヒ

ーター制御が安定する間、Inhibitモジュールは一定時間（約45 s間）MLF-Inhibit信号を出力

してビーム入射を禁止する16)。運転再開後、ビーム入射が短時間（20 s以内）で停止した時は、

MLF-Inhibit［Beam Veto］で再びビーム入射を禁止する。ただし入射ビームがパルスのため、

ビーム連続運転の判断は、3NBT-CTトリガの周期が連続運転の閾値（1Hzに設定）以上かを、

本モジュールで判定している（Fig. 5.4（B）参照）。 

・MLFのリスク体制が基本体制から注意及び事故体制に移行した時に、IL監視PC上の操作スイ

ッチを押すことで、IDPなど施設内の安全機器を介してユーザーに情報周知するとともに、

MLF-MPSを発報して加速器運転を停止する。この注意及び事故体制と連動するIL信号を、CCB
では［MLF-Alert］として識別する。 

・MLFのMPSは、ICSと密接に連動して管理・運用される。MPS事象の詳細は、各現場制御盤か

らNET/Hを経由して、制御室にあるICS監視操作PCやIL監視PC上に表示される。Fig. 5.2 に
示したIL監視PC画面上では、既述の現場制御盤や統括制御盤などMLFで管理するMPSコント

ローラに直結する134のMPS事象以外に、MLF運転に関連する3NBTのMPS事象なども表示し

ている。 

 
Fig. 5.3 MPS controller and VME crate     Fig. 5.4 Time sequences of IL signal output 
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5.3 ターゲット保護システム（TPS） 

TPSは、MLF固有のILでビーム運転時に水銀ターゲットに関わる重大異常が発生した時に陽子

ビームを停止する2), 15)。TPSでは、信頼性の高いビーム停止が要求されるため、PPSビーム停止

手順を利用してビームを停止する（5.4節参照）。現場機器が異常を検知した場合、各現場制御盤

に集約されたTPS-IL接点信号が、施設PPS制御盤に集約され、［Target Status］IL信号として、

PPSの信号経路を利用してCCBに送信される（Fig. 5.1参照）。Table.5-1 にIL監視PC上のTPS事
象一覧を示す。MLFでは、ターゲット台車、水銀循環系、1次冷却水系という3つの現場制御盤か

ら発報される10のTPS事象を扱っている。水銀ターゲット機能喪失を想定したTPS事象検知とし

て、水銀循環系の流量・温度・サージタンク液位、台車位置ストッパー固定、水銀漏洩、2重化容

器の外殻として水銀ターゲットを保護しているセーフティハル冷却水系の流量やサージタンク液

位などを入れている。 

Table. 5.1 List for monitoring TPS status on IL monitor PC 

設備名称 信号名称 

ターゲット台車 
（6521LP01） 

水銀ターゲット容器仕切板部Ａ水銀漏洩 
水銀ターゲット容器仕切板部 B 水銀漏洩 

ヘリウムチャンバ水銀漏洩 
可動ストッパー（1） ロック位置以外 
可動ストッパー（２） ロック位置以外 

水銀循環系 
（6523LP01） 

サージタンク入口温度（高高高） 
水銀流量（低低低） 

サージタンク水銀レベル（低低） 

1 次冷却系
（6550CC01） 

セーフティハル入口流量（低低低） 
サージタンク液位（低低低） 
 

5.4 人員安全保護システム（PPS） 

PPSは、J-PARC共通のシステムで、高放射線被曝から人員を保護するために、ビーム運転や放

射化機器などにより高線量となる区域（PPS-ILエリア）への入退域を制限し、緊急時に陽子ビー

ムを停止する2), 15)。Fig. 5.5にMLF-PPSの全体構成を示す。 

・J-PARCのPPSでは、加速器トンネルや実験施設を、LINAC、RCS、MR、MLF、HD、NU、

ADSという7つのエリアに分け、ビーム受入状態になったエリア群の総称を運転モードとして

定義する（Fig. 5.6参照、ADSは計画段階）。各エリア間は隔壁により区画され、どのエリアで

ビーム運転を行うかは運転モードで判断している。 

・運転モードから除外されたエリアへの入域は可能となるが、対象エリアのビーム誤入射防止機

器が作動している（ビームプラグ挿入、安全電磁石OFFなど）ことがエリアへの入域条件にな

る。対象エリアが運転モードから除外され、且つ誤入射防止機能動作中は、エリアのビーム停

止ILはマスクされる。一方、運転モードに組み込まれるか、誤入射防止機能が停止するとマス

クが外れ、エリアのビーム停止ILが発報すれば、ビーム運転が停止する（Fig. 5.7参照）。 

・PPSでは信頼性の高いビーム停止が要求され、重停止・軽停止の2種類の方法を取る。重停止は、

非常停止釦やPPS-ILエリア入退域に関わるIL作動時のビーム停止方法で、イオン源の高圧電源

を完全に停止させると同時に、リニアックのビームストッパー3台をビームラインに挿入する。

軽停止は、放射線エリアモニタまたはビームダンプのビーム量が管理基準値に達した時に作動

し、ビームストッパー1台を挿入する。 
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・各PPS-ILエリアには、扉開閉器・安全キーなどの入退管理機器や緊急時にビームを手動停止す

る非常停止釦が組み込まれ、ビーム運転許可条件に使用される。ビーム運転のための安全条件

が成立しなくなった場合、各施設のPPS はビーム停止IL信号をCCBに送信する。各施設とCCB
間のビーム停止信号は、ハードワイヤーと光多重伝送装置で送信される。 

・陽子ビーム運転に直結するPPS-ILエリアへの入退域は、立入禁止状態（No Access；NA）、有

人監視立入状態（Controlled Access；CA）、無人監視立入状態（Authorized Access；AA）とい

う3つのアクセス状態で管理される。MLFのILエリアもこのアクセス状態に基づいて入退域が

管理される。 

・陽子ビーム停止直後の放射化生成物濃度が高いと予想されるILエリアでは、ビーム停止後の一

定時間タイマーが作動して、エリア内の空気排気と入域を禁止する。 

 

5.4.1 MLF-PPSの全体構成 

MLFのPPSは、線源保守とミュオン・中性子実験装置室という2種類のPPS-ILエリアに大別し

て管理・運用する（Fig. 5.5参照）。MLF-PPSには、これらの多様なILエリアをMLF制御室から一

括で管理することや、実験装置が毎年新設される状況下で、ビーム運転の安全を確保しながらも

新設装置の既存PPSへの接続を短期間で遂行することが要求される。それを考慮して、MLF-PPS
では、全てのILエリアの入退域を、安全キーの引抜／返却と単純なILロジックで一括管理すると

いう確実な手段を採用した。 

・MLF-PPSは、施設PPS制御盤、2次ビームライン（BL）PPS制御盤などのPPS盤、安全キー管

理盤、扉開閉器、電気錠、扉リミットスイッチ（LS）、非常停止釦などのPPS機器で構成され

る。PPS盤は、横河電機社製のPLC（電源、CPU、通信I/F、入出力など）モジュールを搭載し

たユニットを内蔵している。 

・PPS盤内のPLC間の通信は、二重化された光ケーブル伝送路を持つPLCネットワーク（光FAリ

ンク）を経由して行う。一方で、PPS盤やPPS機器間のIL接点信号の送受信は、多重化された

ハードワイヤーを使用する。PPS-ILロジックは、信号線の切断や接触不良に対してフェールセ

ーフとなるように設計されている。 

・PPS監視操作PCを使用して、統括制御盤（局3）とFL-NETを経由して、施設PPS制御盤や2次
BL-PPS制御盤の下にあるPPS機器を管理する。PPS監視操作PC（Windows OS）には、OPI画
面ソフトウェアとしてCSSを、DBサーバーソフトウェアとしてOPCサーバーとEPICS-IOC
（opcIocShell）をインストールしてある。 

・互いにバックアップ機としての役割を担う2台のPPS監視操作PCが、1 s以下の周期で約1500の
PPS関連のPLCデータをEPICS形式に変換してCSSに取り込み、PPS機器を7つのOPI画面上で

監視操作している。PPS監視操作PCは、1 s以内の周期でPPSのデジタルデータをテキスト形式

で保存する機能も有している。 

・MLF-PPSは、TPS-ILに関わる「Target Status」、PPS-ILエリアへの入退室に関わる「Safety」、
緊急時に陽子ビームを停止する非常停止釦に関わる「Emergency」というビーム受入許可に関

わる3種類のILを運用する。全てのIL条件が成立すると、安全キー管理盤の「Status」キースイ

ッチをONにすることで、MLF-PPSのビーム受入条件が成立したことをCCBに送信する。 
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5.4.2 線源保守PPS-ILエリア 

MLF-PPSは、陽子ビーム運転に関わる「1次冷却系設備室」、「ダンプタンク室」、「中性子シャ

ッター駆動装置エリア」、線量に関わる「放射化機器保管室」、「乾燥装置室」、及び陽子ビーム運

転と線量の両方に関わる「放射化機器取扱室」という6箇所の線源保守PPS-ILエリアを管理する

（Fig. 2.2～Fig. 2.5、Fig. 5.5参照）。加えてMLF上流隔壁からミュオン標的を経て中性子源ステ

ーションまでビームを輸送する「M1及びM2トンネル」エリアも管理している（Fig. 2.3、Fig. 5.5
参照）。Table 5.2には線源保守ILエリアに関連するIL監視PC上のPPS事象一覧を示す。 

・MLF制御室内に設置されたPPS監視操作PCから、施設PPS制御盤、安全キー管理盤、及び各階

に設置された入退機器管理盤を介して、各ILエリアに設置された現場PPS機器を管理する。現

場PPS機器構成は、扉開閉器、扉リミットスイッチ、電気錠、運転表示灯、回転灯、非常停止釦

などを基本とする（Fig. 5.8参照）。 

・各ILエリアの通常口扉状態は、扉リミットスイッチや電気錠のIL接点信号で監視されている。

またILエリア内や通常口には、非常停止釦が設置されている。 

・通常扉施錠時でも、ILエリア内側からは非常時の脱出のため扉を常時開けることができる。 

・被曝・汚染を防護するために、放射化機器取扱室と中性子シャッター駆動装置エリア通常口は

遮蔽扉になっている。同様の理由で廊下から１次冷却系設備室内に入域する通路は迷路構造に

なっており、通路外側（廊下側）と内側（設備室側）に通常扉とサブ扉が各々設置されている。 

・１次冷却系設備室、ダンプタンク室、放射化機器保管室、乾燥装置室、及び放射化機器取扱室

への入域時には、作業責任者が安全キー管理盤から対象エリアの安全キーを引き抜き、対象エ

リア通常口にある扉開閉器にキーを差し込み、電気錠を解錠して入域する（Fig. 5.8参照）。退

域時には、全員の退出を確認して扉を閉め、電気錠を施錠し、扉開閉器からキーを引き抜いて、

安全キー管理盤に返却する。安全キー引抜や電気錠の解施錠などの操作は、制御室からWebカ
メラと電話で作業員の入退域を確認しながらPPS監視操作PCを使って管理されている。 

・中性子シャッター駆動装置エリア入域は、作業員が入退管理機器盤に取り付けられた安全キー

管理箱からIDリーダで認証してキーを引き抜き、エリア通常口にある扉開閉器にキーを差し込

み、電気錠を開錠して入域する。退域時は、全員の退出を確認して扉を閉め、電気錠を施錠し、

扉開閉器からキーを引き抜いて、安全キー管理盤に返却する。キー引き抜きや電気錠の解施錠

などの操作は、制御室からPPS監視操作PCで管理されている。安全キー管理箱には複数のキー

があり、作業員各自がキーを持って入域するパーソナルキーの役割も兼ねる。 

・中性子シャッター駆動装置エリアでは、ビーム停止（StatusキーOFF）後にタイマーが作動し、

排気が30分間禁止され、排気開始後も入域が30分間禁止される。排気タイマー作動中は6562生
体遮蔽体冷却系（Fig.4.1参照）の「換気運転」禁止、入域タイマー作動中は安全キー管理箱の

キー引抜禁止となる。 

・陽子ビーム運転に関わるILエリアでは、扉閉、電気錠施錠、安全キー返却を「Safety」成立条

件としている。ビーム運転中に対象エリアの扉開や安全キー引抜など、条件が一つでも崩れる

とSafetyが発報する。例えばILエリアからの緊急脱出など、通常の入退域手順を破って通常扉

を開けた場合、Safetyが発報し、重停止ILで陽子ビームが停止する。 

・線量に関わるエリアは、エリア内に設置した線量モニタが設定値を超えた時にILで入域を禁止

する。高線量時は現場で警報ブザーが鳴り回転灯が点灯する。 
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・M1及びM2トンネルには、加速器（3NBT）トンネルのPPS-ILエリアを通過して、M1扉を解錠

して通常入域する。一方、長期ビーム停止期間は、保守作業のため大型機器取扱室のトンネル

天井遮蔽ブロックをクレーンで移動して入域することが多い。MLF-PPSは、M1キー管理箱の

「M1扉」キー、天井遮蔽ブロック閉を担保する安全キー管理箱の「遮蔽ブロック」キー、及び

トンネル気密ダンパー閉リミットスイッチを管理しており、両キー返却と気密ダンパー閉止が

「Safety」成立条件になっている。 

・M1及びM2トンネルでは、ビーム停止（StatusキーOFF）後にタイマーが作動し、排気が1時間

禁止され、排気開始後も入域が2時間禁止される。排気タイマー作動中は気密ダンパー開（NM-
Exhaust）禁止、入域タイマー作動中はM1扉キー引抜禁止となる。 

・保守作業などで実験ホールのミュオン2次BL周辺の遮蔽体が開いている時にはミュオンが生成

されない様に、安全キー管理盤はミュオン標的の陽子ビーム照射位置への移動を禁止する「第

1・第2実験ホールミュオン遮蔽」キーも管理している。 

・保守作業などでM1及びM2トンネルや中性子シャッター駆動装置エリアの天井遮蔽が開いて、

大型機器取扱室にあるPPS-ILエリアが一部開放されている場合は、大型機器取扱室の通常口か

らの入域をIDリーダで管理することで、作業関係者以外は大型機器取扱室に入域できない様に

している。 

 

5.4.3 実験装置室PPS-ILエリア 

各実験装置のビーム停止ILの有無やILエリア数などを纏めたものをTable 5.3に示す。MLF-
PPSでは、ビーム受入当初（2008年度）の5実験装置室から、2017年度には第1実験ホールで11中
性子と 1ミュオン、第2実験ホールで10中性子と 5ミュオンという27の実験装置室を運用してい

る（Fig. 2.3, Fig. 5.5参照）。以下に、中性子・ミュオン実験装置室共通部分の機能を列挙する。 

・MLF制御室内に設置されたPPS監視操作PCから、2次BL-PPS制御盤、中性子・ミュオン実験装

置PPS盤を経由して、実験装置室周辺に設置された現場PPS機器を管理している（Fig. 5.5参照）。

中性子及びミュオンビームを停止するシャッター及びブロッカなどの現場制御盤との信号授受

は、NET/H、統括制御盤、FL-NETを経由して行われる（Fig. 5.1参照）。一方、シャッターや

ブロッカの閉リミットスイッチなどの重要なIL信号は、現場制御盤からハードワイヤーで2次
BL-PPS制御盤に直接取り込んでいる。 

・シャッター/ブロッカ（S/B）状態表示灯は、実験ホールのM1及びM2トンネル隔壁外側や中性

子源ステーション外壁に設置され、S/B表示灯制御盤を経由して管理されている（Fig. 5.5参照）。 

・シャッター/ブロッカ（S/B）操作盤は、シャッターやブロッカの開閉操作と安全キー管理の両

機能を持つ。S/B操作盤の設計では、ロジック処理機能を実験ホールに4台設置された実験装置

PPS盤のPLCに集約して、各実験装置のS/B操作盤はOPI機能のみ特化させることで、操作盤の

小型化を実現した（Fig. 5.5、Fig. 5.8参照）6)。 

・PPS監視操作PCで監視する現場PPS機器を、S/B操作盤、通常扉リミットスイッチ、非常停止

釦に限定し、扉開閉器、電気錠、退避確認釦など実験装置室ILエリアの入退域機器と切り分け

ることで、新設装置の既存PPSへの容易な接続と、各装置室の実情に合わせた柔軟なILエリア

設計を可能にした。 
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・装置利用者は、ILエリアへの入域時に、S/B操作盤のスイッチ操作でシャッター及びブロッカを

閉じて、安全キーを引き抜き、通常口にある扉開閉器にキーを差し込み、電気錠を解錠してIL
エリアに入域する。退域時には、退避確認釦を押して警報ブザーを鳴らしながらエリア内にい

た全員の退避を確認した後、扉を閉め、電気錠を施錠し、扉開閉器からキーを引き抜いてS/B操

作盤に返却する（Fig. 5.8参照）。実験装置室では、扉閉と安全キー返却をシャッター及びブロ

ッカの開許可条件としている。 

・S/B操作盤は5個の安全キーを管理している。安全キーは、利用者各自が持って入域するパーソ

ナルキーの役割を兼ねている。 

・MLF制御室では、ILエリアの扉閉リミットスイッチ、S/B操作盤安全キー返却、非常停止釦な

どの最小限のIL信号を管理しており、必要に応じてシャッター及びブロッカ開操作を禁止する。 

・通常扉施錠時でも、ILエリア内側からは扉を常時開けることができるが、緊急脱出など入退域

ロジックを破って通常扉を開けた場合、シャッター及びブロッカの開操作が禁止され、制御室

操作で解除するまでS/B操作盤での操作ができなくなる。 

 

以下に、中性子実験装置室に特化した機能を列挙する。 

・中性子シャッターは、中性子ビーム透過のための貫通孔を設けた重量約15 tの鉄鋼製シャッタ

ーゲートが駆動モーターで上下移動するために、完全な閉止（シャッター閉リミットスイッチ

がON）まで約60 sかかる。したがって中性子ビーム照射中（シャッター開運転中）に、ILエリ

アの扉開やS/B操作盤から安全キーの引抜など開許可条件が崩れると、より早く中性子ビーム

を停止するために、Safetyを発報して陽子ビームを停止する。 

・地震などでシャッターが揺れて不必要なSafety-ILを頻発しないように、ILエリアの扉開もしく

は安全キー引抜時に、シャッター閉リミットスイッチが5 s以上OFFにならないとSafety-ILが
発報しないようにロジックを組んでいる。閉リミットスイッチOFFの時間は、シャッター開操

作において閉止状態からシャッターが実際に開き始める（貫通孔上端がビーム孔と重なり始め

る。）までの時間と比較して十分に短いという条件で設定した。 

・中性子実験装置室で、安全キーは試料や装置を挿入するための遮蔽ハッチや、ビーム照射中に

ILエリア内で施錠管理する機器の施錠キーとしても利用されている。しかし遮蔽ハッチや施錠

管理機器を複数扱うILエリアではS/B操作盤の安全キーだけではキー数が不足するため、1本の

安全キーを複数キーに変換するキー変換ボックスを利用している。装置利用者はILエリア内の

キー変換ボックスに安全キーを差し込むことで必要数の変換キーを引く抜く。作業終了後に変

換キーを全数返却することが、キー変換ボックスから安全キーを引き抜く条件となる。 

・BL12とBL23は、1台のS/B操作盤で2つの独立したILエリアを管理している。またBL16の中性

子シャッターは2つのビーム孔を、BL22は3つのビーム孔と2重扉を有する。 

 

以下に、ミュオン実験装置室に特化した機能詳細を列挙する。 

・各ミュオン実験装置室は、ビーム照射中（ブロッカ開運転中）に、ILエリアの扉開やS/B操作盤

から安全キーの引抜などブロッカ開許可条件が崩れると、各装置室のブロッカが1 s程度で閉じ

る。ただしU1は、ブロッカ閉止に数10 sかかるため、開許可条件が崩れると、中性子実験装置

同様にSafetyを発報して陽子ビームを停止する。 
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・S1, D1, D2, U1では、ILエリアの扉開やS/B操作盤からの安全キー引抜などブロッカ開許可条件

不成立の状態では、ILエリアまでミュオンビームを輸送する電磁石の励磁を不可としている。 

 
Table 5.2 List for monitoring PPS status of target maintenance areas on IL monitor PC 

発報場所 Safety-IL 
扉ｲﾝﾀｰﾛｯｸ 

Emergency-IL 
非常停止釦 

ﾀﾞﾝﾌﾟﾀﾝｸ室（B1F） 開 入口     
１次冷却系設備室（B1F） 開 入口 室内 1 室内 2 
放射化機器保管室（B1F） 開 入口   
中性子ｼｬｯﾀｰ駆動装置ｴﾘｱ（2F） 開 ｴﾘｱ入口 ｴﾘｱ内 1 ｴﾘｱ内 2 
遮蔽ﾌﾞﾛｯｸ（3F:大型機器取扱室） 開     
気密ﾀﾞﾝﾊﾟｰ（3F:大型機器取扱室） 開     
MLF 制御室（3F）   室内   
搬送室（B1F:１次冷却系設備室内）  搬送室内   
乾燥装置室（B1F）  入口   
放射化機器保管室（B1F）  入口   

ﾐｭｵﾝ標的位置 
第 1 実験ﾎｰﾙ遮蔽     
第 2 実験ﾎｰﾙ遮蔽     

M1 ｲﾝﾀｰﾛｯｸｷｰ 開     
 

Table 5.3 List for PPS local devices on neutron and muon beam lines 

装置室名（場所） 
＊Fig. 2.3 参照 

Safety-
IL 

IL 
ｴﾘｱ数 

遮蔽 
ﾊｯﾁ数 

Emergency 
非常停止釦数 備考 

BL01（第 1 実験ﾎｰﾙ） 有 1 1 1  
BL02（第 1 実験ﾎｰﾙ） 有 1 1 1  
BL03（第 1 実験ﾎｰﾙ） 有 1 2 1 ﾋﾞｰﾑｽﾄｯﾌがｷｰ施錠 
BL04（第 1 実験ﾎｰﾙ） 有 1  1   
BL05（第 1 実験ﾎｰﾙ） 有 1  1   
BL06（第 1 実験ﾎｰﾙ） 有 1 2 1 電動扉 
BL08（中性子長尺実験室） 有 1 2 2  
BL09（BL09 実験室） 有 1 1 2  
BL10（第 1 実験ﾎｰﾙ） 有 1 1 1   
BL11（第 1 実験ﾎｰﾙ） 有 1 1 1   
BL12（第 1 実験ﾎｰﾙ） 有 2 2 2 ﾁｮｯﾊﾟｰ蓋 2 つがｷｰ施錠、電動扉 
BL14（第 2 実験ﾎｰﾙ） 有 1 1 1   
BL15（第 2 実験ﾎｰﾙ） 有 1 2 1   
BL16（第 2 実験ﾎｰﾙ） 有 1 1 1 ﾋﾞｰﾑ孔が 2 つ 
BL17（第 2 実験ﾎｰﾙ） 有 1 2 1  
BL18（第 3 実験ﾎｰﾙ） 有 1 1 1  
BL19（第 3 実験ﾎｰﾙ） 有 1 1 1 電動扉 
BL20（第 2 実験ﾎｰﾙ） 有 1 1 1  
BL21（第 2 実験ﾎｰﾙ） 有 1 1 2  
BL22（第 2 実験ﾎｰﾙ） 有 1 2 1 ﾋﾞｰﾑ孔が 3 つ、2 重電動扉 
BL23（第 2 実験ﾎｰﾙ） 有 2 2 2 電動扉 
S1（第 1 実験ﾎｰﾙ）   1  1 ｾﾌﾟﾀﾑ電磁石 IL 有、電動扉 
D1（第 2 実験ﾎｰﾙ）   1  1 ｾﾌﾟﾀﾑ電磁石 IL 有、電動扉 
D2（第 2 実験ﾎｰﾙ）   1  1 ｾﾌﾟﾀﾑ電磁石 IL 有、電動扉 
U1（第 2 実験ﾎｰﾙ） 有 1  1 安全電磁石 IL 有 
U1A（第 2 実験ﾎｰﾙ）   1  1 U1 下流の実験室 
U1B（第 2 実験ﾎｰﾙ）   1  1 U1 下流の実験室 
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46 

 

 
Fig. 5.6 Seven PPS areas defined by J-PARC PPS 

 

 

 
Fig. 5.7 Logic diagram on PPS beam stop Interlock (Safety & TPS) of MLF area 

 

 

 
Fig. 5.8 Example of PPS devices 
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5.5 施設全体の立上手順 

MLFのILSは、施設の立上に重要な役割を果たす。MLFのビーム受入までの立上プロセスは、

MPS/ICS、及びPPS/TPSの2系統の立上に大別できる。系統間で情報交換は密に行いながら、各

系統の立上を並列に実行する2),15)。 

・Fig. 5.9にICSの運転状態監視画面を示す。MPS/ICSは4つのMLF運転状態を運用している。運

転状態移行は、ターゲットやモデレータなどの機器交換・修理を想定した「機器保守」、各循

環系統の立上・調整を想定した「プロセス保守」を経て、「受入確認」で各設備のビーム受入

状態を確認し、「ビーム受入可」まで移行する。施設立上は、Fig. 5.9の左側画面の手順に従い、

移行条件を成立させることで運転状態を順次切り替えていく。「受入確認」には、各設備のビ

ーム受入準備条件（ビーム運転に係る全設備の操作権がリモート側にあることとMPSが発報し

ていないこと）が成立すると移行可能になる。更に「ビーム受入可」移行に連動してICS自身の

MPS [MLF-Control] 発報が消えることで、MLF-MPSのビーム受入条件の成立をCCBに宣言

する。なお運転状態間の移行は、操作許可キーとハードスイッチで実行する。 

・Fig. 5.10にMLF-PPSの運転状態監視画面を示す。PPS/TPSでは、水銀大量漏洩や台車移動など

TPS-ILに関わる「Target Status」、PPS-ILエリアへの入退室に関わる「Safety」、陽子ビー

ムを停止する非常停止釦を押したときに発報する「Emergency」というビーム受入許可に関わ

るILを個別に運用する。全てのIL条件が成立すると、安全キー管理盤の「Status」キースイッ

チをONにすることで、MLF-PPSのビーム受入条件成立をCCBに宣言する。 

・CCBは、MLF-MPSのビーム受入条件成立後、MLFをビーム行先モードに組み込むことで、MLF
のInhibit/MPSのマスクを外す。またMLF-PPSのビーム受入条件成立後、「MLF-Entry」ON
でMLFのPPS-ILエリアへの入室を禁止すると共に、「Beam mode MLF」ONでMLFをビーム

運転モードに組み込む。この時点でMLFのPPS-ILエリアはNA状態となり、ビーム運転中の入

域不可となる。 

・ビーム受入に関するIL情報はWeb画面を通じてCCBとMLF間で共有されるが、MLFのビーム

エリアへの組み込みはCCBとMLFのシフトリーダーが電話で確認しながら行い、ビーム運転を

開始する。 

・MLFのビームエリアからの除外は逆の手順となる。ビーム運転停止後、CCBではMLFをビーム

運転モード（PPS関連）及びビーム行先モード（MPS関連）から除外する。その後、MLFでは

PPSのStatusキーをOFF、MLF運転状態を「プロセス保守」に移行することで、MPS及びPPS
のビーム停止ILを発報する。このビーム停止ILは、MLFがビーム受入不可時にビーム入射を確

実に禁止する役割も担う。 
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Fig. 5.9 Window for monitoring MLF operation states on ICS monitor and operation PC 
 
 

 
 

Fig. 5.10 Window for monitoring PPS operation states on PPS monitor and operation PC 
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5.6 今後の課題 

MLFのILSは、機器や装置の増強・増設が毎年のように行われる実施される状況下で、ICS同様

にシステム性能を継続的に維持する視点から、監視操作システムのアップグレードやILS機能の

拡張を実施してきた。段階的な実験装置の増設に対しては、装置PPSの入退域管理の範囲を適時

拡張し、2017年度では27実験装置のPPS-ILエリアを運用している。一方、PLCやタッチパネルな

どのPPS機器が交換推奨寿命に達して、生産・サポートも終了となったため、2017年度には、対

象PPS機器を後継機種に交換した。今後の課題を以下に列挙する。 

・2019年度以降に新設が予定されているミュオン2次BL（S2‐S4、H1‐H4）の上位PPSへの接

続に適時対応していく。特にHラインのPPSエリア拡張では、MLF制御室と第1実験ホール間で、

専用PPSケーブルの増設も必要になる。同様に中性子2次BL（BL07、BL13）の新設があれば、

上位PPSへの接続に適時対応する。 

・各設備の高度化や運転実績を反映しながら、ビーム停止ILの項目や停止手段について検討し、

必要に応じて追加・変更していく。 

・2017年度時点で、回路素子生産終了のため現存MPS機器のサポートが終了している。後継機種

の開発と供給開始まで、J-PARCの他施設とも連携しながら予備機器を使って運用を行う。 
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50 

６.  タイミング配信システム 
 

6.1 概要 

J-PARCでは、予め決められたタイミングパターンを生成するスケジュールドタイミング方式

を標準タイミングとして採用し、CCBの送信モジュールから標準タイミング信号を、光ケーブ

ルを介して、各施設に配信する。各施設は、J-PARC共通の受信モジュールによって信号を処理

し必要信号を施設内に配信する。これに加えてMLFでは、キッカー電磁石やビームモニタな

ど、ビーム入射に直接同期する機器で生成するタイミング信号も配信している。前者をスケジュ

ールドタイミング、後者をシンクロナイズドタイミングと定義する。 

MLFタイミング配信システム（TDS）の主要な信号の時系列の相関をFig. 6.1に、MLF-TDS
の全体構成をFig. 6.2に示す2), 4)。MLFのTDSは、加速器から供給されるⒶマスタークロック、Ⓑ
基準トリガ、Ⓒタイプ、ⒹRCSトリガタグ、ⒺRCSキッカー出射トリガ、Ⓕ3NBT-CTトリガとい

う信号を受信・整形して、①マスタークロック（MCLK）、②MLF基準トリガ（MLFREF）、

③MLFゲート（MLFGT）、④RCSトリガタグ（RCSTG）、⑤RCSキッカー出射トリガ

（RCSXT）、⑥3NBT-CTトリガ（3NCT）、⑦TOFトリガ（TOFT）と呼ばれるMLFタイミン

グ信号を配信している（Fig. 6.2参照）。加速器から送信される信号Ⓐ～Ⓕは、MLF制御室や実

験ホール歩廊のタイミング専用ラックで処理・分岐され、適切な形式・個数のタイミング信号①

～⑦が配信されている。実験ホール2F歩廊の専用ラックから下流には、実験装置端子盤と呼ば

れる施設側か供給する信号を装置利用者が取り出すための端子盤を実験ホール1Fに複数台設置

して、装置側が容易に接続できるようにしている。 

 
Fig. 6.1 Relation between time sequences of MLF timing signals 

MLF MR
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②MLFREF
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6.2 スケジュールドタイミング 

以下に、スケジュールドタイミングの役割や機能について列挙する（Fig. 6.1参照）。 

・J-PARCのスケジュールドタイミングでは、CCBのタイミング送信モジュールから、Ⓐマスター

クロック（12 MHz）、Ⓑ基準トリガ（25 Hz）、及びⒸタイプという3種類のタイミング信号を、

専用E/Oトランシーバーで光信号に変換したのち、シングルモード光ファイバー（SMF）を介

して各施設に配信している。 

・各施設では、送信されたタイミング信号を林栄精器社製の専用O/Eトランシーバー（RPN471）
で光から電気信号に変換した後、VME筐体内の日立造船社製タイミング受信モジュール

（HIMV587）で処理して、パルス電磁石電源、測定系トリガ、ビームチョッパーなどビーム周

期に同期する機器に適切なタイミング信号を配信する。MLFでも、MLF制御室を経由し第1、
2実験ホールの2F歩廊に設置された専用ラック内で電気信号に変換した後に受信モジュールで

処理・配信している。 

・J-PARCの加速器は、ビーム運転サイクルごとに、スケジュールドタイミングで定義されたタイ

ミングパターンで動作する。定常運転時は、LINACやRCSは各々40 ms（25 Hz）、MRは、NU
施設への速いビーム取出時は2.48 s、HD施設への遅いビーム取出時は5.2 sのサイクルで運転さ

れる。速い取出時のMR運転1サイクルにおいて、RCSのビーム出射のうち4パルスはMR入射で、

残り58パルスがMLF入射となる。遅い取出時には、4パルスはMR入射で、残り134パルスがMLF
入射となる。 

・受信モジュールは、25 Hz周期のⒷ基準トリガを受信した後に、Ⓒタイプに応じてパラメータ設

定（ディレイ値、パルス幅、出力有無など）されたトリガやゲート信号を出力する（Fig. 6.2参
照）。CCBでは、各施設に設置された受信モジュールの各種パラメータを、制御系LANを介し

て一括管理しており、受信モジュール1枚につき、8出力のパラメータを独立に設定できる。 

・リフレクティブメモリ（RFM）を搭載したタイミングサーバー、PC、VME機器などをループ

状光ケーブルで接続して共有メモリ空間上で情報を同期させることで、タイミングパターンの

制御・配信をほぼリアルタイムで実行する。 

 

6.3 MLFタイミング配信システムの出力信号 

RCSからMLFへのビーム出射タイミングは、スケジュールドタイミングに対し若干ながら時

間的に変動する可能性があるため、MLF-TDSでは、スケジュールドタイミング信号①～④に加

えて、シンクロナイズドタイミング信号⑤～⑦を別途配信している（Fig. 6.2参照）。 

①マスタークロック（MCLK） 

・高精度のマスタークロック（12 MHz）はスケジュールドタイミングの基準クロックになってい

る。TDSでは、CCBから送信されるⒶマスタークロックを分岐して、光信号として利用者に配

信する。主にビームに同期して位相制御を行うビームチョッパー駆動装置などのクロックとし

て利用される。 
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②MLF基準トリガ（MLFREF） 

・25 HzのⒷ基準トリガに対して一定のディレイ値とパルス幅（1.5 µs）を持つトリガが、各実験

ホール専用ラック受信モジュール（HIMV587）から出力される。常時出力のため、ビームチョ

ッパー駆動装置などビームに同期して位相制御を行う機器のトリガとして利用される。 

・ビーム入射タイミングにほぼ合うようにディレイ値を設定する。基本的に運転当初の設定（ビ

ーム入射タイミング＋2.4 µs）を踏襲しているが、入射タイミングは検出器で測定する必要があ

るので、通常は⑥3NBT-CTトリガとの時間差が一定になるようディレイ値を設定している。 

・BL04やBL10などの測定では、ビーム入射タイミングより5～20 µs早く出力するようにMLF基
準トリガ②のディレイ値を設定することで、熱外～高速中性子のTOF（Time of flight）測定を

可能にしている。 

③MLFゲート（MLFGT） 

・25 HzのⒷ基準トリガに対して一定のディレイ値とパルス幅を持つゲートパルスが、MLFへの

ビーム入射時のみ、各実験ホールの受信モジュールから出力される。スケジュールドタイミン

グのため、加速器側のMPS発報などによる予定外のビーム停止でも、ゲートパルスを出力する。 

・MLFゲートは、⑦TOFトリガの生成に使用するため、②MLF基準トリガと⑤RCSキッカー出

射トリガがゲート内に確実に入る様に、パルス幅を500 µsに設定している。 

④RCSトリガタグ（RCSTG） 

・CCBのタイミングサーバーは、陽子ビームパルス共通ナンバーを表すⒹRCSトリガタグを、Ⓑ基
準トリガに同期させて、リフレクティブメモリ用ループ状光ケーブル経由で配信している。 

・MLF制御室及び各実験ホールにあるGE Fanuc社製の専用光ハブ(VMIACC-5595)でⒹRCSトリ

ガタグを分岐して、水銀ターゲット診断システム（MLF制御室）や各実験装置（実験ホール）

に配信して、陽子ビームパルスとの相関を解析する時に使用できるようにしている。 

⑤RCSキッカー出射トリガ（RCSXT） 

・RCSビーム出射のためのキッカー電磁石電源立ち上げのトリガパルスで出力先がMLF／MRに

関わらず常時配信される。MLFへのビーム入射タイミングに直接同期する。 

・RCSビーム出射タイミングに比べ100 μsほど早く出力されるため、ミュオンBLのレーザーシ

ステムなどのように、RCSビーム出射時よりも前に、立ち上げが必要な機器のトリガとして利

用される。 

・ⒺRCSキッカー出射トリガは、RCSからCCB経由でMLF制御室に伝送され、O/E変換モジュー

ル（RPN511）で電気信号に変換された後に分岐される。1つは3NBT下流制御室に配信され、

ビームモニタなどの制御に利用される。残りはE/O変換モジュール（RPN511）で光信号に再

び変換された後、各実験ホール2F歩廊専用ラック内のO/Eファンアウト（RPN880）で分岐さ

れ利用者に配信される。 

⑥3NBT-CTトリガ（3NCT） 

・ターゲット上流に設置されている3NBT- CTが陽子ビーム通過を検知して出力する信号をソー

スとしたトリガパルスを出力する。3NBT下流制御室から配信されるⒻ3NBT-CTトリガを、

MLF制御室のE/O変換モジュール（RPN511）で光信号に変換し、各実験ホールに伝送された
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後、実験ホール2F歩廊専用ラック内のO/Eファンアウト（RPN880）で電気信号に変換して、

利用者に配信する。 

・RCS運転では、ビームパルス当り1バンチの陽子ビームを出射するシングルバンチモードと、約

0.5 µsの時間差を持つ2バンチのビームを出射するダブルバンチモードがある。トリガパルスは

バンチ当り約1 µsパルス幅に設定しているため、3NCTはシングルバンチモードで約1 µs、ダブ

ルバンチモードで約1.5 µsのパルス幅で出力される。 

・MLFへのビーム入射に完全に同期し、2次ビーム発生時のみ出力するため、測定系トリガとし

て利用されている。 

・信号ケーブルや回路によるディレイのため、ビーム入射タイミングよりも遅れて出力される

（2012年度測定では約3.3 μsのディレイ）。またアナログ信号に閾値を設定して出力する信号の

ため、陽子ビームパワーなどの大幅な条件変更時に数10 ns程度の時間のずれが発生する。 

⑦TOFトリガ（TOFT） 

・ビーム入射タイミングにほぼ合うように（実際は＋2.4 μsのディレイ）、約100 μsのディレイを

かけた④RCSキッカー出射トリガをソースとする。この信号と③MLFゲートの論理積を取るこ

とで、MLFビーム入射時のみ出力する⑦TOFトリガを生成する。本信号は、ビーム入射タイミ

ングに直接同期し、TOF測定の基準信号として利用される。  

 

6.4 今後の課題 

TDSは、2007年のタイミングの信号配信開始以降、全体構成や配信信号の種類に基本的な変

更は無いものの、利用者の要求を反映しながら、各装置に適したトリガ信号のディレイやパルス

幅の調整、装置増設に伴うトリガ用同軸ケーブル出力端子盤の増設などを適時実施してきた。今

後の課題を以下に列挙する。 

・スケジュールタイミング信号の出力端子を集約して、4つの予備端子を設けた（2017年度）。今

後、ユーザー意見を整理・集約してタイミング信号の再分配を行う。 

・3NBT-DSサーバーに保存されている3NBT-CTの強度データに、25 Hzパルス毎の時間がタグ付

されていない。時間変化を追う実験によっては多少なりとも経過時間に誤差が生じるので、RCS
トリガタグなどを利用して時間のタグ付ができるように対策する。 
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７．総括 
 

2008年度のビーム運転開始以来、MLFのGCSは運転制御コミッショニングに基づく改修を経

て、機器や装置の増強・増設が毎年のように実施される状況下でシステム性能を継続的に維持す

る視点からICSのアップグレードやILSの機能拡張などを実施し、近年は制御機器の後継機種へ

の更新を進めている。運転開始から約10年間、GCSは全般に渡って数多くの追加・変更がなさ

れてきた。著者らは、次の10年間のGCSの高度化の方向性を決めるために、GCS改造の過程と

現況を把握することが重要と考えて、GCSの現時点での構成・役割・機能などを整理して本報告

書に取り纏めた。 

GCSの今後としては、機器、プログラム、設計図書などを適時・適切に更新していくことが避

けられない課題となる。制御機器の後継機種への更新は、機器の寿命（5～10年）や故障より

も、むしろ機器やソフトウェアのサポート終了などの間接的な要因に影響される。MPSやタイ

ミングモジュールなど特殊な機器は、一部の回路素子が生産中止になると、後継機種が開発され

るまでの間は手に入らなくなる。PCにインストールしているアプリケーションソフトは、OSの
サポート終了に合わせてソフトウェア自身の更新も必要になる場合が多い。さらに接続機器リス

ト、信号伝送リスト、インターロックブロック線図、展開接続図などの設計図書、多数あるPC
やPLCのプログラムも適切に管理し、GCSの高度化に合わせて順次リバイスする必要がある。

実際に設計図書やプログラムの小さな不整合が蓄積するとGCSの更新ができなくなり、システム

全体の継続的な維持管理に支障をきたす。 

今後は、GCSの10年に渡る運転経験や運転データをGCSの高度化に活用していくことも検討

していく。例えばDSサーバーに保存してある線源施設の長期間に渡る運転データを、陽子ビー

ムや2次ビームのデータと併せて解析することで、施設の立上や保守時の複数設備に跨る監視操

作の一部自動化や、オンラインで施設異常の兆候を判定するシステムの開発などへの応用が期待

できる。そのために、旧DSサーバー（iHistorian）と現DSサーバー（Postgres SQL）のデータ

形式の共通化や、陽子ビーム～線源～2次ビームに跨るデータを一元管理する統合DSサーバーの

整備を現在進めている。 
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国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。

（第8版，2006年）
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